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資料 2－1 

Ⅰ. はじめに 

   本補足説明資料は，以下の説明書についての内容を補足するものである。 

   本補足説明資料と添付書類との関連を表－1に示す。 

 

   ・Ⅵ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明書」のうち， 

Ⅵ-1-1-3-2「津波への配慮に関する説明書」 
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表－1 補足説明資料と添付書類との関連 

工事計画添付書類に係る補足説明資料 

（津波への配慮に関する説明書） 
該当添付書類 

資料 2  
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1.6 遡上解析のモデルについて 

2. 津波防護対象設備 ― 

 2.1 津波防護対象設備の選定及び配置について 
Ⅵ-1-1-3-2-1 

「耐津波設計の基本方針」 
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2.2 タービン建屋における耐震 S クラス設備の浸水影響に

ついて 

 

 
2.3 耐津波設計における浸水防護重点化範囲との境界につ

いて 
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表－1 補足説明資料と添付書類との関連 
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5.3 スロッシングによる海水貯留堰貯水量に対する影響評

価について 

Ⅵ-1-1-3-2-4 

「入力津波による津波防護対象設備への影響評価」 
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「津波防護に関する施設の設計方針」 

5.4 浸水防護施設の漏えい試験について 

5.5 津波による溢水に対して浸水対策を実施する範囲の考

え方について 

5.6 復水器水室出入口弁の津波に対する健全性について 

5.7 タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁の津波に対する健

全性について 

 5.8 地震を発生要因としない津波による溢水について 
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6. 工事計画変更認可後の変更手続き ― 

 6.1 工事計画変更認可後の変更手続きの要否について 
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資料 2－1.1－1 

1.1 潮位観測記録の評価について 

(1) はじめに 

入力津波による水位変動に用いる潮位条件には，観測地点「柏崎」における平成 22年 1

月から平成 26年 12月まで（2010年 1月～2014年 12月）の 5ヵ年の潮位観測記録より求め

た朔望平均潮位を使用している。ここでは，観測記録の抽出期間の妥当性を確認するため，

10ヵ年の潮位観測記録について同様の分析を行い，潮位条件への影響の有無を確認した。 

また，柏崎刈羽原子力発電所の潮位観測に用いている観測地点「柏崎」（国土交通省国土

地理院柏崎験潮場）は，敷地から南西約 11kmと離れていることから，発電所港湾の近傍に

設置されている波高計記録と比較し，妥当性を確認した。 

 

(2) 観測記録の抽出期間の影響について 

入力津波による水位変動に用いる平成 22年 1月から平成 26年 12月まで（2010年 1月～

2014年 12月）の 5ヵ年の潮位観測記録に対して，平成 17年 1月からの 10ヵ年（2005年 1

月～2014年 12月）の潮位観測記録のデータ分析を行った。分析結果を表 1.1－1に示す。 

表 1.1－1から 5ヵ年及び 10ヵ年の朔望満潮位，朔望干潮位及びそれらの標準偏差につい

て，いずれも同程度であることを確認した。また，図 1.1－1に 10ヵ年（2005年 1月～

2014年 12月）の潮位変化を示す。 

 

 

表 1.1－1 朔望潮位に関する分析結果 

 朔望満潮位（ｍ） 朔望干潮位（ｍ） 

 5ヵ年 10ヵ年 5ヵ年 10ヵ年 

平均値 T.M.S.L.＋0.49 T.M.S.L.＋0.49 T.M.S.L.＋0.03 T.M.S.L.＋0.01 

標準偏差 0.16 0.15 0.15 0.14 
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資料 2－1.1－2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1－1 10ヵ年（2005年 1月～2014年 12月）の潮位変化 

（上：朔望満潮位，下：朔望干潮位） 
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資料 2－1.1－3 

(3) 柏崎験潮場と敷地港外の波高計との比較について 

柏崎刈羽原子力発電所の潮位観測に用いている観測地点「柏崎」（国土交通省国土地理院

柏崎験潮場）は，敷地から南西約 11kmと離れているため，発電所港湾の近傍に設置されて

いる波高計記録と比較した。 

柏崎験潮場の位置を図 1.1－2に，敷地港外に設置されている波高計位置図を図 1.1－3に

示す。 

柏崎験潮場と波高計の違いを下記に示す。 

a. 波高計は，超音波式沿岸波高計であり，海底に超音波送受波器を設置し，水中から発射

した超音波が海面で反射して戻るまでの時間を計ることにより，海面の水位変動を 0.5

秒間隔で計測している。概念図を図 1.1－4に示す。 

b. 柏崎験潮場は，フロート式の潮位計であり，導水管を通って井戸に出入りする海水の昇

降を 30秒間隔で計測し，日ごとの満干潮位を示している。波浪などの海水面の短周期

変動成分を取り除き，観測基準点からの高さを標高に換算している。標高の基準として

は，東京湾平均海面を用いている。概念図を図 1.1－5に示す。 

 

波高計の記録と潮位計の記録を比較するため，計測された水位を，波高計の記録の短周期

成分を取り除き，1時間平均値として整理した。対象期間については，１年間を通して潮位

データが比較できることを考慮し，欠測が少ない期間とした。潮位計と波高計の各月の朔望

満干潮位の推移を図 1.1－6に，朔望平均満潮位・干潮位を表 1.1－2に示す。 

検討結果から，柏崎験潮場潮位と波高計の波形には大きな差がなく，柏崎験潮場と波高計

の朔望満潮位及び朔望干潮位の差は朔望平均満潮位で 4cm，朔望平均干潮位で 5cm程度であ

り，大きな差がないことを確認した。 

 

  注記＊：比較対象期間 

  ① 2006年 1月～2006年 12月 

  ② 2011年 1月～2011年 12月 

  ③ 2012年 1月～2012年 12月 
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資料 2－1.1－4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1－2 柏崎験潮場の位置 

 

 

 

 

図 1.1－3 波高計の設置位置 
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資料 2－1.1－5 

 
 

 

図 1.1－4 超音波式沿岸波高計の概念図 

 

 

 

 

図 1.1－5 潮位計の概念図（国土地理院 HPより） 
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資料 2－1.1－6 

 

 

 

 

 

 

図 1.1－6 各月の朔望満干潮位の推移 

(上図：満潮位，下図：干潮位) 
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表 1.1－2 朔望平均の比較 

 観測期間 朔望満潮位（ｍ） 朔望干潮位（ｍ） 

敷
地
波
高
計 

2006年 1月～2006年 12月 T.M.S.L.＋0.47 T.M.S.L.－0.04 

2011年 1月～2011年 12月 T.M.S.L.＋0.42 T.M.S.L.－0.03 

2012年 1月～2012年 12月 T.M.S.L.＋0.46 T.M.S.L.＋0.01 

平均値 T.M.S.L.＋0.45 T.M.S.L.－0.02 

柏
崎
験
潮
場 

2010年 1月～2010年 12月 T.M.S.L.＋0.55 T.M.S.L.＋0.06 

2011年 1月～2011年 12月 T.M.S.L.＋0.45 T.M.S.L.＋0.02 

2012年 1月～2012年 12月 T.M.S.L.＋0.50 T.M.S.L.＋0.04 

2013年 1月～2013年 12月 T.M.S.L.＋0.51 T.M.S.L.＋0.02 

2014年 1月～2014年 12月 T.M.S.L.＋0.45 T.M.S.L.＋0.00 

現行評価（平均値） T.M.S.L.＋0.49 T.M.S.L.＋0.03 
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1.2 遡上・浸水域の評価の考え方について 
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 1.2 遡上・浸水域の評価の考え方について  

(1) 遡上・浸水域の評価の考え方  

遡上・浸水域の評価に当たっては，遡上解析を実施して，遡上波の回り込みを

含め敷地への遡上の可能性を検討する必要がある。  

遡上・浸水域の評価においては，遡上・浸水域が広めの評価（安全側の評価）

となるよう，以下のとおり初期条件を設定し，遡上解析を実施する。 

 

a. 基準地震動 Ss による被害想定の考慮 

基準地震動 Ss に伴う地形変化，標高変化が生じる可能性について検討を行

った結果，遡上解析の初期条件として下記を考慮することとする。  

 

(a) 基準地震動 Ss による損傷が想定される荒浜側防潮堤及び防波堤について

は，それらがない状態での津波評価を実施する。  

(b) 基準地震動 Ss による沈下が想定される敷地については，沈下量を設定し

地形に反映して，津波評価を実施する。  

(c) 基準地震動 Ss による崩壊が想定される周辺斜面については，斜面崩壊を

考慮し，土砂の堆積形状を設定し地形に反映して，津波評価を実施する。 

 

b. 潮位のばらつきの考慮  

朔望平均満潮位（T.M.S.L.＋0.49m）に加え，潮位のばらつきとして 0.16m を

考慮し，初期潮位 T.M.S.L.＋0.65m として遡上解析を実施する。 

 

c. 入力津波の波源としている地震により生じる地殻変動  

入力津波の波源としている地震により生じる地殻変動として，水位上昇側の

基準津波である基準津波 1 及び 3 に対しては 0.21m 及び 0.29m の沈降を考慮す

る。水位下降側の基準津波である基準津波 2 に対しては，安全側の評価になる

ように 0.20m の沈降を考慮していない。地殻変動量については初期条件として

考慮し，基準津波の水位を算出している。  

 

(2) 敷地の沈下量設定  

護岸付近の地盤及び敷地は，地震時の液状化に伴う地盤の沈下が想定されるこ

とから，沈下量を算定し，地形モデルに反映する沈下量を設定する。なお，液状

化に伴う沈下量の算定は，排水による沈下と側方流動による沈下に分けて算定す

る。なお，遡上域及び荒浜側防潮堤が損傷した場合に遡上する可能性がある敷地

として，護岸付近の地盤及び荒浜側防潮堤内の敷地について，沈下量の設定を行

うこととした。 
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a. 液状化に伴う排水沈下 

(a) 検討概要 

護岸付近及び荒浜側防潮堤内敷地の地盤は，西山層，古安田層＊，埋戻土

層等から構成されている。沈下量は，図 1.2－1 に示す流れに従って，地質

断面図により算定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－1 液状化に伴う排水沈下量の算定フロー  

 

(b) 評価対象層の選定及び相対密度の設定  

排水沈下量算定の対象層としては，砂層の分布状況等から，古安田層中の

砂層，新期砂層・沖積層及び埋戻土層を選定した。各層の沈下率は，Ishihara

ほか(1992）の地盤の相対密度に応じた最大せん断ひずみと体積ひずみ（沈

下率）の関係から設定した。相対密度の調査位置を図 1.2－2 に，各層の相

対密度を図 1.2－3 に示す。 

沈下率は，図 1.2－4 に示すとおり，相対密度のばらつきを考慮するとと

もに，最大せん断ひずみによらず体積ひずみ（沈下率）の最大値を採用し，

保守的に埋戻土層 2.8%，新期砂層・沖積層 1.7%，古安田層中の砂層 2.1%と

設定した。 

 

 

  

  

Ishihara ほか (1992)の最大せん断ひずみと  

体積ひずみの関係から沈下率を算出  

各層の層厚に沈下率を乗じて沈下量を算出  

（右図参照）  

既往の調査結果から液状化の対象となる砂層を  

選定し，対象層の平均相対密度を整理  

注記＊：安田層下部層の MIS10～MIS7 と MIS6 の境界付近の堆積物については，  

    本資料では〔古安田層〕と仮称する。  

23



 

資料 2－1.2－3 

 

 

 

 

 

荒浜側  

 

 

 

大湊側  

 

図 1.2－2 (1) 相対密度の調査位置〔埋戻土層及び新期砂層・沖積層〕  

 

 

 

 

  ：埋戻土層調査位置     

  ：新期砂層・沖積層調査位置  

     

 

 

荒浜側防潮堤  
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荒浜側  

 

 

 

 

大湊側  

 

図 1.2－2(2) 相対密度の調査位置〔古安田層内の砂層〕  

 

 

 

 

   ：調査位置  

荒浜側防潮堤  
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図 1.2－3 地盤の相対密度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－4 Ishihara ほか(1992)の地盤の最大せん断ひずみと  

  体積ひずみの関係から設定した沈下率  

 

 相対密度 Dr（%） 

平均 －1σ 

埋戻土層 85.0 62.5 

新期砂層・

沖積層 

98.8 84.9 

古安田層中

の砂層 

89.3 72.2 

埋戻土層 Ｄｒ＝60% 

古安田層 Ｄｒ＝70% 2.8% 

1.7% 

凡例  

2.1% 新期砂層・沖積層  Ｄｒ＝ 80% 

埋戻土層  新期砂層  古安田層  

・沖積層  
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(c) 護岸付近の排水沈下量 

護岸付近の排水沈下量は，大湊側を 6 号及び 7 号機の取水路に直交する地

質断面図，荒浜側を荒浜側防潮堤沿いの地質断面図に基づき算定した。平面

図及び地質断面図を図 1.2－5 に示す。 

各砂層の層厚と沈下率から算出した沈下量の分布を図 1.2－6 に示す。大

湊側護岸付近の平均沈下量は 0.53m，最大沈下量は 0.64m，荒浜側護岸付近

の平均沈下量は 0.46m，最大沈下量は 0.68m となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－5 (1) 地質断面図（大湊側 ①－①’ 断面） 
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図 1.2－5 (2) 地質断面図（荒浜側 ②－②’（A-B）断面） 

  

②‘  

A 

B 
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図 1.2－5 (3) 地質断面図（荒浜側 ②－②’（B-C）断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 

 C 

B 
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図 1.2－6(1) 排水沈下量（大湊側護岸付近） 

 

 

 

 

図 1.2－6(2) 排水沈下量（荒浜側護岸付近） 
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(d) 荒浜側防潮堤内敷地の排水沈下量  

荒浜側防潮堤内の敷地（T.M.S.L.＋5m）の沈下量は，護岸付近と同様な考

え方で，1～4 号機の原子炉建屋に直交する地質断面図及び原子炉建屋山側

の汀線に平行な地質断面図に基づき算定した。平面図及び地質断面図を図

1.2－7 に示す。なお，古安田層については，液状化しない粘性土も広く分布

しているが，ここでは全層を液状化評価対象層として保守的に沈下量を算定

した。 

各砂層の層厚と沈下率から算出した沈下量の分布を図 1.2－8 に示す。1 号

機汀線直交断面の沈下量は，海側で平均 0.77m，最大 1.03m，山側で平均 0.77m，

最大 1.06m となった。2 号機汀線直交断面の沈下量は，海側で平均 0.53m，

最大 0.58m，山側で平均 0.83m，最大 1.05m となった。3 号機汀線直交断面の

沈下量は，海側で平均 0.72m，最大 0.95m，山側で平均 0.93m，最大 1.15m と

なった。4 号機汀線直交断面の沈下量は，海側で平均 0.83m，最大 0.97m，山

側で平均 0.88m，最大 1.07m となった。山側汀線平行断面の沈下量は，平均

0.69m，最大 1.01m となった。 
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1 号機汀線直交断面  

 

 

 

 

 

 

 

2 号機汀線直交断面  

 

図 1.2－7 (1) 地質断面図（1，2 号機汀線直交断面図）  

 

 

原子炉建屋  

汀線直交断面  

1 号機  2 号機  
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3 号機汀線直交断面  

 

 

 

 

 

 

 

4 号機汀線直交断面  

 

図 1.2－7(2) 地質断面図（3，4 号機汀線直交断面図）  

 

 

原子炉建屋  

汀線直交断面  

3 号機  4 号機  
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図 1.2－7(3) 地質断面図（原子炉建屋山側 汀線平行断面図）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉建屋山側  

汀線平行断面  
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図 1.2－8(1) 排水沈下量（1 号機汀線直交断面） 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－8(2) 排水沈下量（2 号機汀線直交断面） 
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図 1.2－8(3) 排水沈下量（3 号機汀線直交断面） 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－8(4) 排水沈下量（4 号機汀線直交断面） 
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図 1.2－8(5) 排水沈下量（原子炉建屋山側汀線平行断面）  
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b. 液状化に伴う側方流動による沈下  

(a) 評価方針 

護岸付近の地盤については，地震時の地盤の液状化に伴う側方流動が想定

されることから，二次元有効応力解析（解析コード「 FLIP Ver.7.2.3_5」）

により側方流動による沈下量を算定した。評価を行う解析断面には，図 1.2

－9 に示すとおり，荒浜側 2 断面，大湊側 1 断面を選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－9 評価断面位置 

 

(b) 解析条件 

荒浜南側（1～2 号機側），荒浜北側（3～4 号機側）及び大湊側の解析モデ

ル図を図 1.2－10 に示す。地盤は，地質区分に基づき平面ひずみ要素でモデ

ル化し，護岸矢板，控え杭は，非線形はり要素でモデル化した。  

地下水位は，地震荷重に伴う液状化による変形を保守的に考慮するために，

朔望平均満潮位（T.M.S.L.＋0.49m）に余裕を考慮した T.M.S.L.＋1.00m とし

た。 

入力地震動は，荒浜側，大湊側それぞれの解放基盤面で定義される基準地

震動 Ss を，一次元波動論によって解析モデル下端位置で評価した波形を用い

た。 

  

荒浜南側断面  

（ 1～ 2 号機側）  

荒浜北側断面  

（ 3～ 4 号機側）  

大湊側断面  
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図 1.2－10(1) 解析モデル図〔荒浜南側（1～2 号機側）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－10(2) 解析モデル図〔荒浜北側（3～4 号機側）〕 
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図 1.2－10(3) 解析モデル図〔大湊側〕  

 

 

地盤の物性値は，発電用原子炉設置変更許可申請（原管発官 25 台 192 号）

に係る審査資料「KK67-0090 設置基準対象施設について」の「第 4 条 地震に

よる損傷の防止」のうち，「別紙-11 液状化影響の検討方針について（耐震）」

の検討方針に基づき設定した。  

液状化の評価対象として取り扱う埋戻土層，洪積砂層Ⅰ (A-1)，洪積砂層

Ⅱ(A-1)，洪積砂層Ⅰ(A-2)，洪積砂層Ⅱ(A-2)，及び洪積砂質土層Ⅰ，Ⅱ(O-1)

の有効応力解析に用いる液状化パラメータは，液状化試験結果（繰返しねじ

りせん断試験結果）に基づき，地盤のばらつき等を考慮し，保守的に設定し

た。 

荒浜側及び大湊側の試験結果等から設定した解析上の液状化強度曲線を，

それぞれ図 1.2－11，図 1.2－12 に示す。 

上記の液状化強度特性を設定する土層の液状化強度特性以外の物性及び液

状化評価の対象とならない土層の物性値については，既工認物性値＊を適用し

た。 

 

注記＊：総文発官 3 第 167 号 平成 3 年 5 月 17 日付け 柏崎刈羽原子力発電所 

    第 7 号機『工事計画認可申請書』  
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(1) 埋戻土層           (2) 洪積砂層Ⅰ(A-1)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     (3) 洪積砂層Ⅱ(A-1)        (4) 洪積砂層Ⅰ(A-2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     (5) 洪積砂層Ⅱ(A-2)  

 

図 1.2－11 液状化強度曲線（荒浜側）  
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(1) 埋戻土層         (2) 洪積砂質土層Ⅰ(O-1)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (3) 洪積砂質土層Ⅱ(O-1) 

 

図 1.2－12 液状化強度曲線（大湊側）  
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(c) 評価結果 

荒浜南側（1～2 号機側），荒浜北側（3～4 号機側）及び大湊側の地表面の

残留変形量を，それぞれ図 1.2－13，図 1.2－14，図 1.2－15 に示す。 

荒浜南側（1～2 号機側）の護岸付近については，護岸から 30ｍ程度の範

囲や防潮堤前面では護岸矢板や控え杭，防潮堤の海側への変位に伴い，局所

的に 1～6m 程度の沈下が生じているものの，護岸から 30m～60m の範囲では

概ね 1m 以下の沈下である。また，防潮堤山側については，防潮堤背面の局

所的な最大 1.5m 程度の沈下を除き概ね 50cm 以下の沈下であり，側方流動に

よる沈下への影響は小さい。  

荒浜北側（3～4 号機側）の護岸付近については，護岸から 30ｍ程度の範

囲や防潮堤前面では護岸矢板や控え杭，防潮堤の海側への変位に伴い，局所

的に 1m 程度の沈下が生じているものの，それ以外の範囲では概ね 50cm 以下

であり側方流動による沈下への影響は小さい。また，防潮堤山側については，

防潮堤背面の局所的な最大 2m 程度の沈下を除き概ね 50cm 以下の沈下であ

り，側方流動による沈下への影響は小さい。  

大湊側の護岸付近については，護岸から 30ｍ程度の範囲や防潮堤前面で

は護岸矢板や控え杭，防潮堤の海側への変位に伴い，局所的に 3m 程度の沈

下が生じているものの，それ以外の範囲では概ね 50cm 以下であり側方流動

による沈下への影響は小さい。また，防潮堤山側については，概ね 50cm 以

下の沈下であり，側方流動による沈下への影響は小さい。  
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図 1.2－13 地表面残留変形量〔荒浜南側（ 1～2 号機側）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－14 地表面残留変形量〔荒浜北側（ 3～4 号機側）〕 
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図 1.2－15 地表面残留変形量〔大湊側〕  
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c. 津波評価における沈下量の設定  

荒浜南側（1～2 号機側），荒浜北側（3～4 号機側）及び大湊側の側方流動に

よる沈下に，排水沈下を加えた液状化による地表面沈下量を，それぞれ図 1.2

－16，図 1.2－17，図 1.2－18 に示す。なお，排水沈下については，保守的に

「a. 液状化に伴う排水沈下」で算出した沈下分布の最大値を採用し，各断面

に加えた。 

荒浜側は，南側（1～2 号側）の護岸付近の一部で局所的に側方流動による大

きな沈下が生じているものの，護岸付近及び荒浜側防潮堤内敷地（ T.M.S.L.＋

5m）における沈下量は概ね 2m 以内である。 

大湊側の沈下量は，護岸付近の一部で局所的に側方流動による大きな沈下が

生じているものの，護岸付近における沈下量は概ね 2m 以内である。 

上記より，津波遡上解析における荒浜側の護岸付近，荒浜側防潮堤内敷地

（T.M.S.L.＋5m）及び大湊側の護岸付近の沈下量は，保守的にすべての範囲を

2m に設定し，津波評価の地形モデルとして反映する。沈下を考慮する範囲を図

1.2－19 に示す。荒浜南側の護岸付近の局所的な沈下の影響については，2m の

沈下に加え，護岸から 30m 程度の範囲をなくした地形モデルにより影響検討を

実施する。 

なお，上記の沈下量については，以下の事項を考慮し十分に保守的な設定と

しており，地盤の支持性能評価において実施した追加地質調査及び地質区分の

細分化に影響を受けるものではない。  

・「a. 液状化に伴う排水沈下」においては相対密度のばらつきを考慮すると

ともに最大せん断ひずみによらず体積ひずみ（沈下率）の最大値を採用し

ていること 

・「b. 液状化に伴う側方流動による沈下」においては有効応力解析に用いる

液状化パラメータに地盤のばらつき等を考慮して保守的に設定している

こと 

・地表面沈下量においてはこれらを足し合わせ，ほぼ全ての範囲でこれを上

回るように保守的に 2m に設定し，津波評価の地形モデルに反映している

こと 

2007 年新潟県中越沖地震に伴う敷地の沈下量は，建屋近傍の揺すり込み沈

下等の局所的な変状を除けば，沈下量は荒浜側，大湊側ともに最大で 0.3～0.5m

である。（発電用原子炉設置変更許可申請（原管発官 25 台 192 号）に係る審査

資料「KK67-0090 設置基準対象施設について」の「第 4 条 地震による損傷の

防止」のうち，「別紙-11 液状化影響の検討方針について（耐震）」参照） 
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図 1.2－16 液状化による地表面沈下量〔荒浜南側（ 1～2 号機側）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－17 液状化による地表面沈下量〔荒浜北側（ 3～4 号機側）〕 
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図 1.2－18 液状化による地表面沈下量〔大湊側〕  

 

 

 

 

図 1.2－19 津波評価において沈下を考慮する範囲  
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(3) 敷地周辺斜面の崩壊形状の設定  

敷地周辺斜面は，基準地震動 Ss による震動で斜面が崩壊する可能性があるこ

とから，斜面崩壊を考慮した地形モデルを作成した。なお，地形モデルの作成に

あたっては，遡上が想定される中央土捨場の斜面及び荒浜側防潮堤内敷地の周辺

斜面の崩壊を考慮することとした。  

斜面の崩壊角度については，図 1.2－20 に示すとおり，安息角と内部摩擦角の

関係及び土砂の移動時の内部摩擦角の下限値を考慮し，崩壊土砂の堆積時の角度

を 15°に設定した。崩壊形状については，図 1.2－21 に示す斜面の崩壊範囲に応

じた崩壊形状の設定方法から，崩壊前の土砂形状の法肩位置を基点に，勾配が

15°となるように崩壊形状を保守的に設定した。なお，中央土捨場の海側斜面に

ついては，さらに保守的に崩壊土砂が海域まで到達する場合を想定し，「宅地防

災マニュアルの解説」（図 1.2－22）を参考に法尻から法肩までの高さ（H）の 2

倍として崩壊形状を設定した。 

上記の崩壊形状の設定に基づき，各斜面の崩壊形状を設定した。崩壊を考慮す

る斜面範囲を図 1.2－23 に，代表的な位置における斜面の崩壊形状として，荒浜

側防潮堤内敷地における周辺斜面の断面図を図 1.2－24 に，中央土捨場海側斜面

の断面図を図 1.2－25 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－20 崩壊土砂の堆積角度 
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すべり範囲に応じた崩壊形状の設定ではすべり線が大きいほど崩壊後の

堆積土砂の到達距離は長くなり，崩壊形状の法肩位置は崩壊前の斜面形状

の法肩位置に近づく。 

荒浜側防潮堤内敷地周辺の斜面については，崩壊前の土砂形状の法肩位

置を基点にして，勾配が 15°となる崩壊形状を保守的に設定し ,中央土捨

場海側斜面については,法尻から法肩までの高さ（H）の 2 倍を設定し，崩

壊形状が海域まで到達するようさらに保守的に設定した。  

 

図 1.2－21 斜面崩壊形状の設定イメージ  

 

 

 

図 1.2－22 「宅地防災マニュアルの解説」における急傾斜地崩壊危機箇所の要件  
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図 1.2－23 崩壊を考慮する斜面範囲  

 

 

 

 

 

 

図 1.2－24 荒浜側防潮堤内敷地の周辺斜面断面図  
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 図 1.2－25 中央土捨場海側の斜面断面図（⑤ 断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堆積角度 15°設定の崩壊範囲  

2H の崩壊範囲        
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(4) 津波評価条件 

a. 概要 

敷地への遡上及び流下経路上の地盤等について，「 (2) 敷地の沈下量の設定」

及び「(3) 敷地周辺斜面の崩壊形状の設定」を踏まえ，以下に示す地震による

地形等の変化を考慮した津波遡上解析を実施し，敷地への遡上経路に及ぼす影

響及び入力津波の設定において考慮すべき地形変化について検討する。  

 

(a) 基準地震動 Ss による損傷が想定される荒浜側防潮堤及び防波堤について

は，それらがない状態での津波評価を実施する。  

(b) 護岸付近及び荒浜側防潮堤内の敷地（ T.M.S.L.+5m）を含む敷地は，基準

地震動 Ss による沈下を想定し，保守的に設定した沈下量 2m を地形に反映

して，津波評価を実施する。  

(c) 敷地の中央に位置する中央土捨場及び荒浜側防潮堤内敷地（ T.M.S.L.+5m）

の周辺斜面は，基準地震動 Ss による斜面崩壊を考慮し，保守的に設定し

た土砂の堆積形状を地形に反映して，津波評価を実施する。  

 

b. 荒浜側防潮堤の損傷状態に関する検討  

検討にあたり，荒浜側防潮堤の損傷が荒浜側敷地への遡上（水位，浸水範囲）

に与える影響について，複数の損傷状態を設定して検討した。荒浜側防潮堤の

概要図を図 1.2－26 に示す。 

防潮堤は基準地震動 Ss に対し基礎杭の支持性能が不足する見通しであるも

のの，躯体が損傷したり，津波時に漂流物となる可能性は小さいと想定される

が，地震後および津波後の状態を精緻に想定することは困難であることから，

ここでは防潮堤の一部または全部が損傷した場合について，保守的に損傷部分

の防潮堤がないものと仮定し，敷地への遡上影響について検討した。検討ケー

スを表 1.2－1 に，ケース 2～5 の損傷状態を図 1.2－27 に示す。なお，検討に

は，地震による津波の最大ケースである，日本海東縁部（ 2 領域モデル）およ

び海域の活断層（5 断層連動モデル）の波源を用いた。 

各ケースの最高水位分布を図 1.2－28 に示す。いずれの波源においても 「防

潮堤なし」が荒浜側敷地の遡上（水位，浸水範囲）への影響が大きく，保守的

な評価となる。 

また，荒浜側防潮堤の損傷が荒浜側敷地への遡上（流況）に与える影響につ

いて，同様に検討した。敷地内の漂流物が海域へ流出する状況を考慮して，海

域方向の最大流速分布について比較した。なお，検討には，浸水範囲が大きい

日本海東縁部（2 領域モデル）の波源を用いた。  

各ケースの最大流速分布を図 1.2－29 に示す。最大流速及び流速が大きくな
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る範囲は「防潮堤なし」が最も大きく，漂流物の海域への流出という観点で保

守的な評価となる。 

以上より，以降の検討では，荒浜側防潮堤の損傷状態として「防潮堤なし」

の状態を地形モデルに反映して津波評価を実施する。  

 

 

図 1.2－26(1) 荒浜側防潮堤の概要 

 

 

（西  海側）                 （東  山側）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－26(2) 代表断面位置 

 

 

 

粘 土 層  

西 山 層  
粘 土 層  

洪 積 砂 層 Ⅰ （ A - 1）  

洪 積 砂 層 Ⅱ （ A - 1）  

埋 戻 土 層  

西山層  

古安田層  

埋戻土層  

 液状化層 
 影響評価対象層 

 （凡例） 

洪 積 砂 層 Ⅱ （ A - 2）  

地 盤 改 良  

躯体  

鋼管杭  

【防潮堤の概要】  

・1～ 4 号機が位置する荒浜側に  

 設置  

・杭基礎の鉄筋コンクリート擁壁  

・総延長約 1ｋｍ  

代表断面位置  
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表 1.2－1 検討ケース  

検討ケース  ケース設定の考え方  

1）防潮堤なしケース   

2）南部なしケース  
防潮堤ありの遡上解析において比較的水位が高かった南側

に着目  

3）1 ブロックなしケース  2）に対して，流入範囲をさらに絞った場合の影響  

4）中央部なしケース  防潮堤の中央部が損傷した場合の影響  

5）北部なしケース  大湊側に近い北側が損傷した場合の影響  

6）南北なしケース  損傷個所が複数の場合の影響  

 

 

 

 

図 1.2－27 各検討ケースの防潮堤損傷状態  

 

 

 

 

 

 

 

55



 

資料 2－1.2－35 

 

図 1.2－28(1) 最高水位分布〔日本海東縁部（2 領域モデル）〕 

 

 

 

図 1.2－28(2) 最高水位分布〔海域の活断層（5 断層連動モデル）〕 
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                            注記＊：水深 0.2m 以上の最大流速分布  

図 1.2－29 最大流速分布（海域方向）  

〔日本海東縁部（2 領域モデル）〕 

 

c. 荒浜側防潮堤敷地内の施設に関する検討  

防潮堤の損傷を考慮した場合，防潮堤内の敷地へ津波が遡上することから，

防潮堤内敷地の施設が遡上に与える影響について検討した。  

防潮堤内敷地に設置されている施設等を，表 1.2－2，図 1.2－30 に示す。こ

こでは，防潮堤が地震により損傷している状態であることを踏まえ，防潮堤内

敷地の主要な建屋である 1～4 号機原子炉建屋及びタービン建屋を考慮したケ

ースと，西山層に岩着しているその他の施設を追加したケースについて検討し

た。各ケースの防潮堤内敷地の地形モデルを図 1.2－31 に示す。なお，検討に

は，浸水範囲が大きい日本海東縁部（2 領域モデル）の波源を用いた。  

防潮堤内敷地の最高水位の一覧を表 1.2－3 に，最高水位分布を図 1.2－32

に示す。表 1.2－3 より，最高水位は主要建屋を考慮したケースの方が若干高

く，保守的な評価となる。また，図 1.2－32 より，各ケースで考慮した施設前

面において反射の影響が認められるものの，最高水位分布の全体の傾向に有意

な差は認められない。 

以上より，以降の検討では，防潮堤の損傷を考慮した検討においては，主要

な建屋である 1～4 号機原子炉建屋及びタービン建屋をモデル化した地形モデ

ルを用いて津波評価を実施する。  
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表 1.2－2(1) 荒浜側防潮堤内敷地 建屋名称一覧 

 

 

 

 

 

 

 

No. 名称 No. 名称

1 1号機原子炉複合建屋 31 第二無線局舎

2 １号機タービン建屋 32 3号機原子炉建屋

3 １号機海水機器建屋 33 3号機タービン建屋

4 所内ボイラー建屋 34 4号機原子炉建屋

5 １/２号機サービス建屋 35 4号機タービン建屋

6 荒浜側洗濯設備建屋 36 3号機海水熱交換器建屋

7 １号機Ｎ2ボンベ室 37 4号機海水熱交換器建屋

8 １号機温海水ポンプ建屋 38 3/4号機サービス建屋

9 自然海水ポンプ室 39 4号機連絡通路

10 １号機主排気モニター建屋 40 3号機主排気モニター建屋

11 ２号機主排気モニター建屋 41 3号機消火用CＯ2ボンベ建屋

12 ２号機原子炉建屋 42 3号機西側ﾎﾞﾝﾍﾞ建屋

13 ２号機タービン建屋 43 3号機循環水ポンプ建屋

14 旧出入り管理所 44 4号機循環水ポンプ建屋

15 連絡通路Ⅰ期（一部撤去） 45 4号機主排気モニター建屋

16 ２号機海水熱交換器建屋 46
4号機復水器連続洗浄装置制御盤室
及びＨ２，CＯ２，Ｏ２ボンベ建屋

17 雑固体廃棄物焼却設備建屋（荒浜側） 47 4号機消火用CＯ2ボンベ建屋

18 所内ボイラー建屋（増築） 48 3号機ボール補集器ピット上屋

19 荒浜側補助ボイラー建屋増築 49 3/4号機サービス建屋車庫

20 １/２号機サービス建屋増築 50 連絡通路

21 ２号機消火用CＯ2ボンベ建屋 51 4号機ボール捕集器ピット上屋

22 ２号機西側ボンベ建屋 52 防護本部建屋

23 ２号機循環水ポンプ建屋 53 使用済燃料容器（ｷｬｽｸ）保管施設

24 ２号機ボール捕集器ピット上屋 54 使用済燃料容器（ｷｬｽｸ）保管施設増築

25 １/２号機連絡通路 55 荒浜側直員車庫A棟

26 １/２号機サービス建屋見学者用通路 56 荒浜側直員車庫B棟

27 水素トレーラー建屋 57 自衛消防センター

28 液酸タンク建屋 58 自衛消防センター増築

29 電気計装室・散水ポンプ室

30 荒浜側連絡通路増築
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表 1.2－2(2) 荒浜側防潮堤内敷地 機器名称一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 名称

31 3号機励磁電源変圧器

32 3/4号機低起動変圧器

33 4号機主変圧器

34 4号機所内変圧器

35 4号機励磁電源変圧器

No. 名称

1 SPHサージタンク

2 空冷チラー設備

3 環境改善用冷凍設備

4 窒素ガス供給装置

5 1/2号機排気筒

6 1/2号機NSD収集処理設備

7 1号機主変圧器

8 1号機所内変圧器

9 1号機励磁電源変圧器

10 1/2号機低起動変圧器

11 2号機主変圧器

12 2号機所内変圧器

13 2号機励磁電源変圧器

14 空冷チラー設備

15 1号機軽油タンク

16 2号機軽油タンク

17 1号機泡消火設備

18 2号機泡消火設備

19 (3A)補助ボイラー用変圧器

20 補助ボイラー(5A)変圧器

21 補助ボイラー(5B)変圧器

22 3/4号機NSD収集処理設備

23 3号機泡消火設備

24 4号機泡消火設備

25 3号機軽油タンク

26 4号機軽油タンク

27 3号機排気筒

28 4号機排気筒

29 3号機主変圧器

30 3号機所内変圧器
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図 1.2－30 荒浜側防潮堤内敷地 建屋・機器配置図 

 

 

 

 

図 1.2－31(1) 地形モデル図 

     〔主要建屋（原子炉建屋，タービン建屋）を考慮したケース〕  

 

 

 

K1タービン建屋 

K1原子炉建屋 

K2タービン建屋 

K2原子炉建屋 

K3タービン建屋 

K3原子炉建屋 
K4原子炉建屋 

K4タービン建屋 
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図 1.2－31(2) 地形モデル図〔西山層岩着施設を追加したケース〕  

 

 

 

 

表 1.2－3 津波評価結果〔日本海東縁部（2 領域モデル）〕 

波源  

地形モデル  荒浜側防潮堤内  

最高水位  

T.M.S.L.（m） 沈下，斜面崩壊  施設条件  

日本海東縁部  
（2 領域モデル）  

なし  
主要建屋 考慮  ＋6.3 

西山層岩着施設 追加  ＋6.2 

2m 沈下，斜面崩壊  

考慮  

主要建屋 考慮  ＋6.3 

西山層岩着施設 追加  ＋6.1 

注記＊：主要建屋： 1～ 4 号機原子炉建屋およびタービン建屋  

  

 

焼却炉建屋 

ランドリー建屋 

キャスク保管建屋 
K1 海水熱交換器建屋 K2 海水熱交換器建屋 

K3 海水熱交換器建屋 

K3 放水庭 K4 放水庭 

K4 海水熱交換器建屋 
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図 1.2－32(1) 最高水位分布（沈下，斜面崩壊なし）  

     〔主要建屋（原子炉建屋，タービン建屋）を考慮したケース〕  

 

 

図 1.2－32(2) 最高水位分布（沈下，斜面崩壊なし）  

        〔西山層岩着施設を追加したケース〕  

 

d. 津波評価解析の検討条件  

検討に用いる基準津波の概要を表 1.2－4 に示す。上記の防潮堤の損傷状態

に関する検討を踏まえた本検討の検討ケースを表 1.2－5 に，各検討ケースで

設定する沈下形状を図 1.2－33 に示す。津波遡上解析に用いる地形モデルの代

表例を図 1.2－34 に示す。 

また，防潮堤の損傷を考慮したケースでは， c.の検討を踏まえ，図 1.2－35

に示すとおり，防潮堤内敷地の主要な建屋である 1～4 号機原子炉建屋及びタ

ービン建屋を考慮する。なお，両建屋については，西山層に岩着していること

から沈下は考慮しない。 

 

最高水位  
T.M.S.L.＋6.3m  

最高水位  
T.M.S.L.＋6.2m  

防潮堤位置  

防潮堤位置  
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表 1.2－4 基準津波の概要 

名称  
対象  

水位  
地形モデル  水位評価地点  

津波波源  

地震（断層モデル）  地すべり  

基準津波  

1 

水位  

上昇側  

防潮堤  

あり／なし  

・港湾内  
（1-7 号機取水口前面）  

・荒浜側防潮堤内敷地  

日本海東縁部  

（2 領域モデル）  
LS-2 

基準津波  

2 

水位  

下降側  
防潮堤  

あり  

・港湾内  
（1-7 号機取水口前面）  

日本海東縁部  

（2 領域モデル）  
－ 

基準津波  

3 

水位  

上昇側  
・荒浜側防潮堤前面  

海域の活断層  
（ 5 断層連動モデル）  

LS-2 

 

 

表 1.2－5 検討ケース一覧  

津波波源 防波堤 防潮堤 沈下，斜面崩壊 

基準津波 1 

 

基準津波 2 

 

基準津波 3 

あり 

 

なし 

あり 

 

なし 

なし 

1m 沈下，斜面崩壊 

2m 沈下，斜面崩壊 

2m 沈下＋護岸一部なし 

斜面崩壊 

 

 

 

  

 

 

図 1.2－33 各検討ケースの沈下・斜面崩壊形状イメージ  
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図 1.2－34(1) 津波遡上解析の地形モデル  

（敷地近傍，防潮堤あり，現地形）  

 

  

図 1.2－34(2) 津波遡上解析の地形モデル  

（敷地近傍，防潮堤なし，沈下 2m，斜面崩壊あり） 

 

T.M.S.L.＋ 5.0m 

T.M.S.L.＋ 3.0m 

T.M.S.L.＋ 12.0m 

T.M.S.L.＋ 3.0m 

T.M.S.L.＋ 10.0m 

T.M.S.L.＋ 1.0m 

T.M.S.L.＋ 3.0m 

T.M.S.L.＋ 11.0m 

T.M.S.L.＋ 33.0m 

T.M.S.L.＋ 56.0m 

T.M.S.L.＋ 54.0m 

T.M.S.L.＋ 1.0m 

T.M.S.L.＋ 35.0m 

T.M.S.L.＋ 37.0m 

T.M.S.L.＋ 13.0m 

T.M.S.L.＋ 35.0m 
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図 1.2－35 荒浜側防潮堤内敷地において考慮する建屋  
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e. 津波評価結果  

(a) 津波評価結果 

津波評価結果として，基準津波 1（水位上昇側）における各取水口前面及

び荒浜側防潮堤内敷地の最高水位の一覧を表 1.2－6 に，基準津波 2（水位下

降側）における各取水口前面の最低水位の一覧を表 1.2－7 に，基準津波 3

（水位上昇側）における荒浜側防潮堤前面の最高水位を表 1.2－8 に示す。 

 

 

表 1.2－6 津波評価結果（最高水位）〔基準津波 1〕 

 

 

  

１号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉 ５号炉 ６号炉 ７号炉

現地形 6.9 6.8 6.7 6.6 6.3 6.4 6.3

1m沈下＋
斜面崩壊

7.0 6.9 6.8 6.7 6.3 6.3 6.3

2m沈下＋
斜面崩壊

6.9 6.9 6.7 6.6 6.4 6.4 6.4

現地形 6.7 6.7 6.6 6.5 6.3 6.4 6.3 6.9 (1.9)

1m沈下＋
斜面崩壊

6.5 6.5 6.4 6.3 6.2 6.2 6.3 6.5 (2.5)

2m沈下＋
斜面崩壊

6.3 6.3 6.3 6.1 6.1 6.1 6.1 6.7 (3.7)

2m沈下，護岸一部

削除＋斜面崩壊 6.3 6.2 6.1 6.1 6.2 6.1 6.1 6.9 (3.9)

現地形 6.5 6.3 6.2 6.2 7.4 7.5 7.2

1m沈下＋
斜面崩壊

6.5 6.3 6.2 6.2 7.4 7.6 7.4

2m沈下＋
斜面崩壊

6.4 6.2 6.2 6.1 7.4 7.6 7.4

現地形 6.4 6.2 6.1 6.1 7.3 7.5 7.2 6.4 (1.4)

1m沈下＋
斜面崩壊

6.3 6.1 6.2 6.2 7.3 7.6 7.5 6.7 (2.7)

2m沈下＋
斜面崩壊

6.2 6.1 6.2 6.3 7.2 7.4 7.5 6.6 (3.6)

荒浜側防潮堤内
敷地水位

T.M.S.L.(m)
():浸水深

-

-

-

-

-

-

波源 防潮堤 地形
取水口前面水位　T.M.S.L.(m)

防波堤

防潮堤
なし

防波堤
なし

基準津波
１

防潮堤
あり

防波堤
あり

防潮堤
あり

防潮堤
なし

注記＊：浸水深は，浸水深の最大値を示しており，  

    最高水位の地点と異なる場合がある 。  

＊  
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表 1.2－7 津波評価結果（最低水位）〔基準津波 2〕 

 

 

 

 

表 1.2－8 津波評価結果（最高水位）〔基準津波 3〕 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉 ５号炉 ６号炉 ７号炉

現地形 -5.4 -5.3 -5.4 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

1m沈下＋
斜面崩壊

-5.3 -5.3 -5.4 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

2m沈下＋
斜面崩壊

-5.3 -5.3 -5.4 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

現地形 -5.4 -5.3 -5.4 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

1m沈下＋
斜面崩壊

-5.3 -5.3 -5.4 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

2m沈下＋
斜面崩壊

-5.2 -5.3 -5.3 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

2m沈下，護岸一部

削除＋斜面崩壊 -5.1 -5.2 -5.2 -5.3 -3.0 -3.5 -3.5

現地形 -5.4 -5.4 -5.5 -5.5 -3.0 -3.5 -3.5

1m沈下＋
斜面崩壊

-5.4 -5.4 -5.5 -5.5 -3.0 -3.5 -3.5

2m沈下＋
斜面崩壊

-5.4 -5.4 -5.5 -5.5 -3.0 -3.5 -3.5

現地形 -5.4 -5.4 -5.5 -5.5 -3.0 -3.5 -3.5

1m沈下＋
斜面崩壊

-5.4 -5.4 -5.5 -5.5 -3.0 -3.5 -3.5

2m沈下＋
斜面崩壊

-5.3 -5.4 -5.4 -5.4 -3.0 -3.5 -3.5

防潮堤
なし

波源 防潮堤 地形
取水口前面水位　T.M.S.L.（m）

基準津波
２

防波堤

防潮堤
あり

防潮堤
なし

防潮堤
あり

防波堤
あり

防波堤
なし

現地形 7.8 (3.0)

1m沈下＋
斜面崩壊

7.7 (3.8)

2m沈下＋
斜面崩壊

7.5 (4.7)

現地形 7.8 (3.7)

1m沈下＋
斜面崩壊

7.9 (4.7)

2m沈下＋
斜面崩壊

7.8 (5.7)

基準津波
３

防潮堤
あり

防潮堤 地形

防波堤
なし

防波堤
あり

波源 防波堤
荒浜側防潮堤水位

T.M.S.L.(m)

():浸水深

＊ 1 

注記＊ 1：基準津波 3 は，防潮堤前面を評価地点としたときの波源であるため，「防潮堤あり」のみ実施。  

注記＊ 2：浸水深は，浸水深の最大値を示しており，最高水位の地点と異なる場合がある。  

注記＊ 1： 5, 6, 7 号機取水口前面の水位は，貯留堰の高さ  

注記＊ 2：評価の際には，地殻変動を保守的に扱う  

＊ 2 

ASTER

ISK2 
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(b) 荒浜側防潮堤の有無による水位への影響について（水位上昇側）  

荒浜側防潮堤の有無に対する最高水位分布の比較を図 1.2－36 に，水位時

刻歴波形の比較を図 1.2－37 に示す。また，表 1.2－6 に示す基準津波 1 に

おける取水口前面水位データを防潮堤有無に分けて比較した図を図 1.2－38

に示す。 

図 1.2－36，図 1.2－37 より，防潮堤の有無により敷地への遡上に影響が

あるものの，海域の最高水位分布に有意な差は認められず，取水口前面の水

位時刻歴波形に有意な差は認められない。図 1.2－38 より，防潮堤ありと比

べて防潮堤なしの取水口前面水位は同程度もしくは若干低下する傾向が認

められる。以上のことから，防潮堤がある状態は若干保守的な評価であり，

海域の水位や流況への影響は小さい。  

また，いずれのケースも津波防護対象設備を内包する建屋及び区画への遡

上はなく，防潮堤の有無が敷地の遡上経路へ大きな影響を及ぼすことはない。 
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1) 広域図（防潮堤あり）       2) 広域図（防潮堤なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 敷地及び港湾付近 拡大図（上：防潮堤あり，下：防潮堤なし）  

 

図 1.2－36 荒浜側防潮堤の有無に対する最高水位分布の比較  

（基準津波 1，沈下・斜面崩壊なし）  
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図 1.2－37 荒浜側防潮堤の有無に対する水位時刻歴波形の比較  

      （基準津波 1，6 号機取水口前面） 

 

 

 

 

図 1.2－38 荒浜側防潮堤の有無に対する取水口前面水位比較  

       （基準津波 1 における取水口前面水位データ）  

  

防潮堤なし  
防潮堤あり  
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(c) 沈下・斜面崩壊の有無による水位への影響について（水位上昇側）  

沈下・斜面崩壊の有無に対する最高水位分布の比較を図 1.2－39 に，水位

時刻歴波形の比較を図 1.2－40 に示す。また，表 1.2－6 に示す基準津波 1

における取水口前面水位及び防潮堤内敷地，表 1.2－8 に示す基準津波 3 に

おける防潮堤前面水位データを沈下・斜面崩壊の有無に分けて比較した図を

図 1.2－41 に示す。  

図 1.2－39，図 1.2－40 より，沈下及び斜面崩壊の有無により海域の最高

水位分布に有意な差は認められず，取水口前面や防潮堤内敷地の水位時刻歴

波形に有意な差は認められない。また，図 1.2－41 より，沈下・斜面崩壊の

有無に対して取水口前面，防潮堤内敷地及び防潮堤前面水位に若干のばらつ

きは認められるものの有意な差は認められない。以上のことから，各評価地

点の水位や海域の流況への影響は小さい。  

また，いずれのケースも津波防護対象設備を内包する建屋及び区画への遡

上はなく，防潮堤の有無が敷地の遡上経路へ大きな影響を及ぼすことはない。 
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1) 広域図（沈下・斜面崩壊なし）    2) 広域図（沈下 2m・斜面崩壊あり）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 敷地及び港湾付近  拡大図  

（上：沈下・斜面崩壊なし，下：沈下 2m・斜面崩壊あり）  

 

図 1.2－39 沈下・斜面崩壊の有無に対する最高水位分布の比較  

（基準津波 1，防潮堤なし） 
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1) 基準津波 1，6 号機取水口前面  

 

 

 

 

 

2) 基準津波 1，荒浜側防潮堤内敷地 

図 1.2－40 沈下・斜面崩壊の有無に対する水位時刻歴波形の比較  

 

 

 
 

図 1.2－41 沈下・斜面崩壊の有無に対する水位比較  

（基準津波 1 における取水口前面水位及び防潮堤内敷地，基準津波 3 における防潮堤前面水位データ）  

 

  6号機取水口前面　水位

-6
-4
-2
0
2
4
6
8

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

(T
.M

.S
.L

. 
m

)

時間（分）

  荒浜側防潮堤内敷地　水位

0
1
2
3
4
5
6
7
8

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

(T
.M

.S
.L

. 
m

)

時間（分）

防潮堤あり，1m 沈下  
防潮堤あり，現地形  

防潮堤あり，2m 沈下  

防潮堤なし，1m 沈下  

防潮堤なし，現地形  

防潮堤なし，2m 沈下  

防潮堤なし，2m 沈下，護岸削除  

注記＊：遡上後も敷地に若干水が残るため，水位が生じている。  

敷地高 T.M.S.L.＋ 5m 

敷地高 T.M.S.L.＋ 4m 

 

敷地高 T.M.S.L.＋ 3m 
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(d) 荒浜側防潮堤及び沈下・斜面崩壊の有無による影響について (水位下降側) 

防潮堤及び沈下・斜面崩壊の有無に対する最低水位分布の比較を図 1.2－

42 に，取水口前面の水位時刻歴波形の比較を図 1.2－43 に示す。 

図 1.2－42，図 1.2－43 より，防潮堤及び沈下・斜面崩壊の有無により海

域の最低水位分布や取水口前面の水位時刻歴波形に有意な差は認められず，

津波水位が貯留堰を下回る時間への影響もないことから，海域の取水口前面

水位や流況への影響は小さい。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊全水深 10cm 以下を露出域（灰色部）として表示  

1) 防潮堤あり／沈下・斜面崩壊なし   2) 防潮堤なし／沈下 2m・斜面崩壊あり  

 

図 1.2－42 防潮堤及び沈下・斜面崩壊の有無に対する最低水位分布の比較 

（基準津波 2） 

 

 

 

 

 

 

図 1.2－43 防潮堤及び沈下・斜面崩壊の有無に対する水位時刻歴波形の比較  

（基準津波 2，水位下降側，6 号機取水口前面） 
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(e) 防波堤の有無による水位への影響について（水位上昇・下降側）  

防波堤の有無に対する最高水位分布の比較を図 1.2－44 に，最低水位分布

の比較を図 1.2－45 に示す。なお，防波堤なしについては，防波堤を取り除

いた状態（傾斜堤捨石マウンドを含む）を地形モデルに反映しており，海底

地形は図 1.2－46 に示すとおり港湾内外に標高差がある。  

図 1.2－44，図 1.2－45 より，防波堤の有無により海域の最高・最低水位

分布に変化が認められ，海域の流況への影響があるものの，いずれのケース

も津波防護対象設備を内包する建屋及び区画への遡上はなく，防潮堤の有無

が敷地の遡上経路へ大きな影響を及ぼすことはない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

1) 防波堤あり           2) 防波堤なし  

 

図 1.2－44 防波堤の有無に対する最高水位分布の比較  

       （基準津波 1，防潮堤なし，沈下・斜面崩壊あり）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊全水深 10cm 以下を露出域（灰色部）として表示  

1) 防波堤あり            2) 防波堤なし  

 

図 1.2－45 防波堤の有無に対する最低水位分布の比較  

       （基準津波 2，防潮堤あり，沈下・斜面崩壊なし）  
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図 1.2－46 海底地形図 
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(f) 津波の遡上経路に対する地形の影響及び入力津波水位の設定について 

地形変化を考慮した津波評価を実施した結果，全検討ケースにおいて津波防護対象設

備を内包する建屋及び区画への遡上はなく，地形変化が敷地の遡上経路へ影響を及ぼす

ことはない。また，(b)～(e)の検討を踏まえ，入力津波の設定及びそれを用いた設計に

おける地形の考え方は以下のとおりとし，表 1.2－9に示す。 

 

イ． 取水口前面の水位（上昇側：基準津波 1）については，防潮堤がある状態が若干保

守的な評価となること，沈下・斜面崩壊の有無に対して，海域の最大水位分布や取

水口前面の水位時刻歴波形に有意な差は認められず，影響が小さいことから，現地

形（防潮堤あり，沈下・斜面崩壊なし）を基本とし，敷地への遡上に対する評価（取

放水路の管路解析を含む）等を行う。 

ロ． 取水口前面の水位（下降側：基準津波 2）については，防潮堤及び沈下・斜面崩壊

の有無に対して，海域の最大水位分布や取水口前面の水位時刻歴波形に有意な差

は認められず，影響が小さいことから，現地形（防潮堤あり，沈下・斜面崩壊なし）

を基本とし，水位低下時の貯留堰による取水性の評価等を行う。 

ハ． 荒浜側防潮堤内敷地の水位（上昇側：基準津波 1）については，沈下・斜面崩壊の

有無に対して，敷地の水位時刻歴波形に有意な差は認められず，影響が小さいこと

から，沈下・斜面崩壊を考慮しない地形を基本とし，防潮堤がない状態におけるア

クセスルート等への遡上に対する評価や大湊側敷地への流入経路（電気洞道）に対

する評価を行う。 

ニ． 荒浜側防潮堤前面の水位（上昇側：基準津波 3）については，沈下・斜面崩壊の有

無に対して，敷地の水位時刻歴波形に有意な差は認められず，影響が小さいことか

ら，沈下・斜面崩壊を考慮しない地形を基本とし，防潮堤が健全な状態における敷

地への遡上に対する評価を行う。 

ホ． 流向・流速を用いた評価については，設計・評価に及ぼす影響の度合いは必ずしも

明かでないと考えられることから，現地形（防潮堤あり，沈下・斜面崩壊なし）を

基本とし，評価項目・対象に応じて，評価に影響を及ぼすと想定される状態をすべ

て考慮して評価を行う。なお，敷地の遡上域を除く港湾等の海域における流向・流

速を用いた評価については，防潮堤の有無及び沈下・斜面崩壊の有無に対して，海

域の最大水位分布や取水口前面の水位時刻歴波形に有意な差は認められず，海域

の水位や流況への影響は小さいことから，現地形（防潮堤あり，沈下・斜面崩壊な

し）を基本とする。 

ヘ． 防波堤の有無については，防波堤の有無に対して海域の最大水位分布に変化が認め

られ，海域の流況に影響を及ぼすことから，すべての評価項目に対して防波堤がな

い状態を考慮した影響評価を行う。 
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表 1.2－9 耐津波設計における地形の考え方 

評価項目 防潮堤 
沈下 

斜面崩壊 
防波堤 主な評価対象 

取水口前面水位 

（水位上昇側） 
あり なし 

あり 

なし 

・遡上波の地上部からの到達・流入防止 

・取放水路等の経路から津波流入防止 

取水口前面水位 

（水位下降側） 
あり なし 

あり 

なし 

・非常用冷却系の取水性確保 

（水位低下時の貯留堰による貯留量確保） 

荒浜側防潮堤内敷地水位 

（水位上昇側） 
なし なし 

あり 

なし 

・アクセスルート等への遡上波到達防止 

・電気洞道からの大湊側敷地への流入防止 

荒浜側防潮堤前面水位 

（水位上昇側） 
あり なし 

あり 

なし 

・遡上波の地上部からの到達・流入防止 

 （防潮堤が健全な状態） 

流向・流速※ 

（波力，漂流物評価等） 

あり 

なし 

あり 

なし 

あり 

なし 

・砂の移動・堆積に対する安全性評価 

・漂流物に対する安全性評価 

・津波防護施設，浸水防止設備の設計 

注記＊：評価項目・対象に応じて，考慮する状態を設定。 

海域の評価については，現地形（防潮堤あり，沈下・斜面崩壊なし）を基本とする。 
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1.3 港湾内の局所的な海面の励起について 
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 1.3 港湾内の局所的な海面の励起について 

基準津波による発電所周辺における最高水位分布を図 1.3－1に，時刻歴波形の評価地点を

図 1.3－2に示す。また，津波の伝播経路を考慮し，港口と港内中央，港内中央と港奥（北側・

南側），港内中央と取水口前面（6号及び 7号機），基準津波策定位置と港口における基準津波

１の水位をそれぞれ重ね合わせた水位時刻歴波形を図 1.3－3及び図 1.3－4に示す。 

図 1.3－1より，港湾の内外で最高水位分布や傾向に大きな差異はない。また，図 1.3－3よ

り，港内の伝播に伴い，上昇側のピーク値が多少大きくなるものの，周期特性や時間の経過に

伴う減衰傾向に大きな差はなく，港内の固有周期との共振による特異な増幅は生じていない。 

また，図 1.3－4より，港口と基準津波策定位置は大きな波形の傾向は変わらないが，港口

の方が基準津波策定位置より変動が大きくなっている。これは，水深が浅くなることによる一

般的な増幅による水位変動であると推察される。 

 

 

(T.M.S.L. m) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1.3－1 最高水位分布 
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図 1.3－2 評価位置（左：港湾内，右：基準津波策定位置） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3－3 水位時刻歴波形（日本海東縁部：2領域モデル＋LS-2） 

 
図 1.3－4 水位時刻歴波形（基準津波策定位置と港口の比較） 
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1.4 管路解析のモデルについて 
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1.4 管路解析のモデルについて 

(1) はじめに 

 海洋から取水路及び放水路を経て各評価地点までの水路の水理特性を考慮した管路解析

（解析コード「SURGE」）を実施した。取水路は，敷地前面の港湾内（取水口前面）における

最大ケース（基準津波 1）及び最小ケース（基準津波 2）を入力波形として解析を実施した。

なお，影響評価として，防波堤の損傷を考慮した管路解析を実施した。 

 

(2) 管路解析に基づく評価 

 管路解析を行う上での不確かさの考慮として，表 1.4－1 に示す各項目についてパラメー

タスタディを実施し，入力津波の選定及び津波水位への影響を確認した。 

管路解析の解析条件を表 1.4－2に，貝代を考慮する範囲を図 1.4－1に示す。取水路及び

放水路の構造図を図 1.4－2，図 1.4－3に示す。 

 

 

表 1.4－1 条件設定 

 計算条件 

1 スクリーン損失の有無＊ 

2 貝付着の有無 

3 補機冷却海水ポンプ稼働の有無 

注記＊：取水路のみ          
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表 1.4－2 管路解析における解析条件（1/2） 

計算領域 
取水口～スクリーン室～取水路～取水槽～取水路分岐～補機取水路～

補機取水槽 

計算時間間隔Δt 
0.005秒（取水路） 

0.001秒（放水路） 

潮位のバラツキ ＋0.16m（上昇側），－0.15m（下降側） 

地殻変動 －0.29m（下降側） 

取水条件 

 ポンプ種類 ポンプ稼働条件 

6 

･ 

7 

号 

機 

CWP（循環水ポンプ） 0（m3/h）＊ 

RSW（原子炉補機冷却海水ポンプ） 
1,800（m3/h/台） x6 台 

=10,800（m3/h） 

TSW（タービン補機冷却海水ポンプ） 0（m3/h） 

5 

号 

機 

CWP（循環水ポンプ） 0（m3/h）＊ 

RSW（原子炉補機冷却海水ポンプ） 
2,500（m3/h/台）x4台 

=10,000（m3/h） 

TSW（タービン補機冷却海水ポンプ） 
2,700（m3/h/台）x3台 

=8,100（m3/h） 

HPSW（高圧炉心スプレイディーゼル補機

冷却海水ポンプ） 
400（m3/h） 

放水条件 取水条件で記載した取水量がそのまま放水されるものとして設定 

ポンプ停止条件 全ポンプ 0（m3/h） 

摩擦損失係数 

（マニングの粗度係数） 

n=0.02m－1/3･s（貝付着あり） 

n=0.015m－1/3･s（貝付着なし） 

貝の付着代 貝代 10cmを考慮 

 

 

 

 

 

表 1.4－2 管路解析における解析条件（2/2） 

注記＊ ：非常用海水冷却系の海水ポンプ（原子炉補機冷却海水ポンプ）の取水源を確保することを目的に，取水口前面には 

     海水貯留堰を設置し，津波による水位低下時には循環水ポンプを停止する運用とすることから，管路解析の前提と 

     して「循環水ポンプ停止」とした。 
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局所損失係数 

電力土木技術協会(1995)： 

火力･原子力発電所土木構造物の設計－増補改訂版－ 

千秋信一(1967)：発電水力演習， 

土木学会(1999)：水理公式集［平成 11年版］による 

スクリーン有無 
局所損失係数 16.8（スクリーンあり） 

局所損失係数 0.0（スクリーンなし） 

貯留堰 遡上解析の数値計算モデルに反映 

基準津波 
基準津波 1：日本海東縁部（2領域モデル）＋地すべり（LS-2） 

基準津波 2：日本海東縁部（2領域モデル） 

初期水位 
上昇側：朔望平均満潮位（T.M.S.L.＋0.49m） 

下降側：朔望平均干潮位（T.M.S.L.＋0.03m） 

計算時間 地震発生から 4時間 
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 基礎方程式を下記に示す。 

 管路解析では，非定常の開水路及び管路流れの連続式・運動方程式を用いた。 

 

【開水路】 

・運動方程式 

0
2x

1
 

||
3/4

22

=















++




+


















+





g

vv
f

R

vvn
gA

x

H
gA

A

Q

xt

Q  

・連続式 

  0=



+





x

Q

t

A
 

 

 【管路】 

・運動方程式 
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・連続式 
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
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 ここに，ｔ ：時間 Ｑ ：流量  v ：流速  ｘ ：管底に沿った座標 

Ａ ：流水断面積   

Ｈ ：圧力水頭＋位置水頭（管路の場合），位置水頭（開水路の場合） 

ｚ ：管底高         ｇ ：重力加速度 

ｎ ：マニングの粗度係数   Ｒ ：径深 

Δx ：管路の流れ方向の長さ  ｆ ：局所損失係数 

 

 【水槽及び立坑部】 
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P

P Q
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：時間　の総和　　　　　　：水槽へ流入する流量　　　　

：水槽水位の関数となる）　　：水槽の平面積（水位ここに　
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図 1.4－1（1） 貝代考慮範囲（6号機取水路 A-A 断面図） 

 

 

 

 

 

 

図 1.4－1（2） 貝代考慮範囲（6・7号機放水路 B-B断面図）

A A 

B 

B 

貝代付着考慮範囲 

貝代付着考慮範囲 
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図 1.4－2（1） 大湊側取水路配置平面図 

 
図 1.4－2（2） 6号機取水路（A-A断面） 

 

 

図 1.4－2（3） 6号機取水路（B-B断面） 

 

評価点補機取水槽 

(A 系) 

(B 系北) 

 

評価点 補機取水槽 

(B 系南)TSW 

(B 系南)RSW 

(C 系) 

 評価点 補機取水槽 

        (B 系南)TSW 

(B 系南)RSW 

(C 系) 

 

評価点補機取水槽 

(A 系) 

(B 系北) 

 

評価点 補機取水槽 

(A 系) 

(B 系) 

評価点 補機取水槽 

(A 系) 

(B 系北) 

(B 系南)TSW 

(B 系南)RSW 

(C 系) 
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図 1.4－2（4） 7号機取水路（C-C断面） 

 
図 1.4－2（5） 7号機取水路（D-D断面） 

 

 

 

図 1.4－2（6） 5号機取水路（E－E断面） 

 

図 1.4－2（7） 5号機取水路（F－F断面） 

評価点 補機取水槽 

（A 系） 

（B 系） 

評価点 補機取水槽 

(A 系) 

(B 系北) 

(B 系南)TSW 

(B 系南)RSW 

(C 系) 
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図 1.4－3（1） 大湊側放水路配置平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4－3（2） 6号機放水路（A-A断面） 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4－3（3） 6号機放水路（左：B-B断面，右：C-C断面） 

 

評価点 放水庭(南)，(中)，(北) 評価点 放水庭(南)，(中)，(北) 

評価点 補機放水庭(南) 

評価点 

補機放水庭(北) 

評価点 補機放水庭(南) 

評価点 

補機放水庭(北) 

評価点 補機放水庭 評価点 放水庭(南)，(中)，(北) 

評価点 放水庭(南)，(中)，(北) 

評価点 

補機放水庭(北) 

評価点 

補機放水庭(南) 

7号機 6号機 5号機 
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資料 2－1.4－9 

 

 

図 1.4－3（4） 7号機放水路（D-D断面） 

 

 
図 1.4－3（5） 7号機放水路（E-E断面） 

 

 

図 1.4－3（6） 5号機放水路（F-F断面） 

 

 

図 1.4－3（7） 5号機放水路（G-G断面） 

評価点 放水庭(南)，(中)，(北) 

評価点 

補機放水庭(北) 

評価点 放水庭(南)，(中)，(北) 

評価点 

補機放水庭 
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1.5 入力津波の不確かさの考慮について 
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資料 2－1.5－1 

 1.5 入力津波の不確かさの考慮について 

  (1) 考慮の程度の妥当性についての検討の方針 

浸水防護施設の設計においては，入力津波が有する数値計算上の不確かさを考慮する。 

入力津波が有する数値計算上の不確かさについては，各施設・設備の設置位置で算定され

た津波高さを安全側に評価することで考慮している。 

今回，考慮の程度の妥当性について，数値計算上の不確かさの要因である，「敷地の地形お

よび敷地周辺の人工構造物等のパラメータによる影響」（遡上解析におけるパラメータによる

影響及び管路解析におけるパラメータによる影響）（以下「パラメータによる影響」という。）

を考慮した数値計算上のばらつきについてパラメータスタディを実施し，入力津波への影響

評価結果を比較することで確認をする。 

 

  (2) 検討の対象 

検討の対象設備を表 1.5－1に示す。 

 

表 1.5－1 検討の対象設備 

設置位置 設備名称 設備分類 対象 

タービン建屋 

補機冷却用海水取水槽 

取水槽閉止板 浸水防止設備 ○ 

取水槽水位計 津波監視設備 ○ 
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  (3) 入力津波高さが有する数値計算上の不確かさについて 

   a. 入力津波高さに影響を与え得る要因 

    (a) 朔望平均潮位 

水位上昇側に対しては朔望平均満潮位 T.M.S.L.＋0.49m，水位下降側に対しては朔望

平均干潮位 T.M.S.L.＋0.03mをそれぞれの初期条件として考慮し，基準津波の水位を算

出している。 

 

    (b) 入力津波の波源としている地震により生じる地殻変動 

入力津波の波源としている地震により生じる地殻変動として，水位上昇側の基準津波

である基準津波 1及び 3に対しては 0.21m及び 0.29mの沈降を考慮する。水位下降側の

基準津波である基準津波 2に対しては，安全側の評価になるように 0.20mの沈降を考慮

していない。地殻変動量については初期条件として考慮し，基準津波の水位を算出して

いる。 

 

    (c) 潮位のばらつき 

水位上昇側に対しては＋0.16m，水位下降側に対しては－0.15mを潮位のばらつきとし

て考慮する。潮位のばらつきについては遡上解析により求めた津波水位に加えることで

考慮している。 

 

    (d) パラメータによる影響 

入力津波高さに影響を与える，数値計算上の不確かさの要因である，「パラメータによ

る影響」としては，以下のものを考慮する。 

＜遡上解析におけるパラメータによる影響＞ 

・地震による斜面崩壊・地盤変状 

・地震による荒浜側防潮堤損傷 

・地震による防波堤損傷 

 

＜管路解析におけるパラメータによる影響＞ 

・スクリーン損失の有無 

・貝付着の有無 

・原子炉補機冷却海水ポンプ稼働の有無 

 

管路解析におけるパラメータによる影響については，上記のパラメータのうち影響を

与え得るパラメータを管路毎に設定し，影響を考慮する。 
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   b. 数値計算上の不確かさの考慮の程度 

パラメータによる影響を考慮した各施設・設備の設置位置における入力津波高さの算定

式は以下の式で表される。 

 

入力津波高さ＝①＋②＋③ 

①：基準津波 

  ・朔望平均潮位 

  ・入力津波の波源としている地震により生じる地殻変動 

②：潮位のばらつき 

③：パラメータによる影響 

 

表 1.5－2及び表 1.5－3に各施設・設備の設置位置における流入，遡上に伴う入力津波

高さと，潮位のばらつき及び数値計算上の不確かさの要因である「パラメータによる影響」

の考え方を示す。また，パラメータによる影響の入力津波高さに対する考慮の程度につい

ても表 1.5－2及び表 1.5－3に合わせて示す。 
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表 1.5－2 各施設・設備の設置位置におけるパラメータによる影響の考慮の程度 

（浸水防止設備及び津波監視設備） 

設置位置 
浸水防護

施設 
設備分類 

入力津波高さ 

（水位上昇側） 

パラメータに

よる影響の考

慮の程度 

パラメータによる影響で

考慮した条件 

タービン建屋 

補機冷却用 

海水取水槽 

取水槽 

閉止板 

浸水防止

設備 

 

＋1.8m 

・防波堤の有無 

・スクリーン損失の有無 

・貝付着の有無 

・原子炉補機冷却海水ポ

ンプ稼働の有無 取水槽 

水位計 

津波監視

設備 

注記＊：朔望平均潮位及び入力津波の波源としている地震により生じる地殻変動を初期条件として

見込んだ上で入力津波高さを算定している。 

 

表 1.5－3 各施設・設備の設置位置におけるパラメータによる影響の考慮の程度 

（非常用海水冷却系の取水性） 

設置位置 
入力津波高さ 

（水位下降側） 

パラメータに

よる影響の考

慮の程度 

パラメータによる影響で

考慮した条件 

タービン建屋 

補機冷却用海水取水槽 

 

－0.1m 

・防波堤の有無 

・スクリーン損失の有無 

・貝付着の有無 

・原子炉補機冷却海水ポ

ンプ稼働の有無 

注記＊1 ：朔望平均潮位を初期条件として見込んだ上で入力津波高さを算定している。 

注記＊2 ：水位下降側の地殻変動量については安全側の評価になるように 0.20mの沈降を考慮して

いない。 

パラメータに 

よる影響 

基準津波 1＊による 

水位 

T.M.S.L.＋8.4m 

T.M.S.L.＋6.4m 

＋1.8m 

T.M.S.L.＋8.2m 

潮位のばらつき 

＋0.16m 

パラメータに 

よる影響 

基準津波 2＊1による 

水位＊2 

T.M.S.L.－4.0m 

T.M.S.L.－3.9m 

－0.1m 

T.M.S.L.－3.7m 

潮位のばらつき 

－0.15m 
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   c. 数値計算上の不確かさに与える影響 

    (a) 遡上解析におけるパラメータによる影響 

基準津波 1，2について斜面崩壊・地盤変状，荒浜側防潮堤損傷及び防波堤損傷の有無

を考慮し，パラメータスタディを実施した結果を表 1.5－4及び表 1.5－5にまとめる。

これらの結果から入力津波の設定にあたり考慮する地形変化は以下のものとする。 

     イ. 地震による斜面崩壊・地盤変状 

遡上解析の結果，表 1.5－4及び表 1.5－5より大湊側敷地前面水位（最高，最低）

に対しては，斜面崩壊・地盤変状は現地形が保守的であり，有意な影響を与えないこ

とが確認された。このため入力津波のうち大湊側敷地前面水位の設定に当たっては，

現地形を代表条件とする。 

 

     ロ. 地震による荒浜側防潮堤損傷 

遡上解析の結果，表 1.5－4及び表 1.5－5より大湊側敷地前面水位（最高，最低）

に対しては，現地形（荒浜側防潮堤が健全な状態）が保守的であり，有意な影響がな

いことが確認された。このため入力津波のうち，大湊側敷地前面水位の設定に当たっ

ては，現地形を代表条件とする。 

 

     ハ. 地震による防波堤損傷 

防波堤の状態は，港湾外の流況には有意な影響を与えないものと考えられる。この

ため入力津波のうち港湾外の流況の設定に当たっては，現地形（防波堤が健全な状態）

を代表条件とする。 

一方，港湾外の流況を除く，港湾内の流向や流速，砂堆積高さ等に対しては有意な

影響を与えるものと考えられるため，これらについては，本要因（及び他の要因）を

パラメータとした遡上解析により得られるすべての結果を入力津波として取り扱い，

設計・評価を行うものとする。 
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表 1.5－4 遡上解析結果（最高水位）「基準津波 1」 

波源 防波堤 防潮堤 地形 
取水口前面水位 T.M.S.L.(m) 

1号機 2号機 3号機 4号機 5号機 6号機 7号機 

基 

準 

津 

波 

1 

防波堤

あり 

防潮堤

あり 

現地形 6.9 6.8 6.7 6.6 6.3 6.4 6.3 

1m 沈下＋ 
斜面崩壊 

7.0 6.9 6.8 6.7 6.3 6.3 6.3 

2m 沈下＋ 
斜面崩壊 

6.9 6.9 6.7 6.6 6.4 6.4 6.4 

防潮堤

なし 

現地形 6.7 6.7 6.6 6.5 6.3 6.4 6.3 

1m 沈下＋ 
斜面崩壊 

6.5 6.5 6.4 6.3 6.2 6.2 6.3 

2m 沈下＋ 
斜面崩壊 

6.3 6.3 6.3 6.1 6.1 6.1 6.1 

2m 沈下，護岸一部
削除＋斜面崩壊 

6.3 6.2 6.1 6.1 6.2 6.1 6.1 

防波堤

なし 

防潮堤

あり 

現地形 6.5 6.3 6.2 6.2 7.4 7.5 7.2 

1m 沈下＋ 
斜面崩壊 

6.5 6.3 6.2 6.2 7.4 7.6 7.4 

2m 沈下＋ 
斜面崩壊 

6.4 6.2 6.2 6.1 7.4 7.6 7.4 

防潮堤

なし 

現地形 6.4 6.2 6.1 6.1 7.3 7.5 7.2 

1m 沈下＋ 
斜面崩壊 

6.3 6.1 6.2 6.2 7.3 7.6 7.5 

2m 沈下＋ 
斜面崩壊 

6.2 6.1 6.2 6.3 7.2 7.4 7.5 

 

表 1.5－5 遡上解析結果（最低水位）「基準津波 2」 

波源 防波堤 防潮堤 地形 
取水口前面水位 T.M.S.L.(m) 

1号機 2号機 3号機 4号機 5号機 6号機 7号機 

基 

準 

津 

波 

2 

防波堤

あり 

防潮堤

あり 

現地形 －5.4 －5.3 －5.4 －5.4 －3.0 －3.5 －3.5 

1m 沈下＋ 
斜面崩壊 

－5.3 －5.3 －5.4 －5.4 －3.0 －3.5 －3.5 

2m 沈下＋ 
斜面崩壊 

－5.3 －5.3 －5.4 －5.4 －3.0 －3.5 －3.5 

防潮堤

なし 

現地形 －5.4 －5.3 －5.4 －5.4 －3.0 －3.5 －3.5 

1m 沈下＋ 
斜面崩壊 

－5.3 －5.3 －5.4 －5.4 －3.0 －3.5 －3.5 

2m 沈下＋ 
斜面崩壊 

－5.2 －5.3 －5.3 －5.4 －3.0 －3.5 －3.5 

2m 沈下，護岸一部
削除＋斜面崩壊 

－5.1 －5.2 －5.2 －5.3 －3.0 －3.5 －3.5 

防波堤

なし 

防潮堤

あり 

現地形 －5.4 －5.4 －5.5 －5.5 －3.0 －3.5 －3.5 

1m 沈下＋ 
斜面崩壊 

－5.4 －5.4 －5.5 －5.5 －3.0 －3.5 －3.5 

2m 沈下＋ 
斜面崩壊 

－5.4 －5.4 －5.5 －5.5 －3.0 －3.5 －3.5 

防潮堤

なし 

現地形 －5.4 －5.4 －5.5 －5.5 －3.0 －3.5 －3.5 

1m 沈下＋ 
斜面崩壊 

－5.4 －5.4 －5.5 －5.5 －3.0 －3.5 －3.5 

2m 沈下＋ 
斜面崩壊 

－5.3 －5.4 －5.4 －5.4 －3.0 －3.5 －3.5 
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    (b) 管路解析におけるパラメータによる影響 

管路解析の入力波形としては取水口前面における水位が最高となるケース（基準津波

1）を上昇側の評価に用い，水位が最低となるケース（基準津波 2）を下降側の評価に用

いた。 

     イ. 取水路の管路解析にて考慮する条件による影響 

取水路から補機冷却用海水取水槽に至る経路においては，「(a) 遡上解析における

パラメータによる影響」にて考慮した防波堤の有無をはじめ，スクリーン損失の有無，

貝付着の有無及び原子炉補機冷却海水ポンプ稼働の有無による影響をうけることか

ら，これらを管路解析の条件として考慮する。取水路の管路解析にて考慮する条件に

よる影響評価結果のうち上昇側最高水位，下降側最低水位一覧を表 1.5－6及び表 1.5

－7に示す。 
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表 1.5－6 取水路の管路解析結果（上昇側最高水位） 

「斜面崩壊・地盤変状：なし，荒浜側防潮堤損傷：なし」 

波源 防波堤 
スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口

前面 

補機 

取水槽 

（A 系） 

補機 

取水槽 

(B 系北) 

補機 

取水槽 

（B 系南） 

TSW 

補機 

取水槽 

（B 系南） 

RSW 

補機 

取水槽 

（C 系） 

基 

準 

津 

波 

1 

あり 

あり 

あり 
あり ＋6.4 ＋6.5 ＋6.4 ＋6.5 ＋6.5 ＋6.8 

なし ＋6.4 ＋6.8 ＋6.6 ＋6.7 ＋6.7 ＋6.8 

なし 
あり ＋6.4 ＋6.5 ＋6.4 ＋6.5 ＋6.5 ＋6.8 

なし ＋6.4 ＋6.8 ＋6.6 ＋6.7 ＋6.7 ＋6.8 

なし 

あり 
あり ＋6.4 ＋6.6 ＋6.4 ＋6.5 ＋6.5 ＋6.9 

なし ＋6.4 ＋6.9 ＋6.6 ＋6.7 ＋6.7 ＋6.9 

なし 
あり ＋6.4 ＋6.6 ＋6.4 ＋6.6 ＋6.5 ＋6.9 

なし ＋6.4 ＋6.9 ＋6.7 ＋6.7 ＋6.7 ＋7.0 

なし 

あり 

あり 
あり ＋7.5 ＋8.0 ＋8.0 ＋8.1 ＋8.1 ＋8.1 

なし ＋7.5 ＋8.1 ＋8.3 ＋8.2 ＋8.2 ＋8.1 

なし 
あり ＋7.5 ＋8.1 ＋8.0 ＋8.1 ＋8.1 ＋8.1 

なし ＋7.5 ＋8.1 ＋8.3 ＋8.2 ＋8.2 ＋8.1 

なし 

あり 
あり ＋7.5 ＋8.2 ＋8.0 ＋8.1 ＋8.1 ＋8.4 

なし ＋7.5 ＋8.3 ＋8.3 ＋8.2 ＋8.2 ＋8.3 

なし 
あり ＋7.5 ＋8.3 ＋8.1 ＋8.2 ＋8.1 ＋8.4 

なし ＋7.5 ＋8.3 ＋8.3 ＋8.3 ＋8.3 ＋8.4 

   ：防波堤あり，なしの最高水位 
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表 1.5－7 取水路の管路解析結果（下降側最低水位） 

「斜面崩壊・地盤変状：なし，荒浜側防潮堤損傷：なし」 

波源 防波堤 
スクリ

ーン 
貝代 

ポンプ

稼働 

水位 T.M.S.L.(m) 

取水口

前面 

補機 

取水槽 

（A 系） 

補機 

取水槽 

(B 系北) 

補機 

取水槽 

（B 系南） 

TSW 

補機 

取水槽 

（B 系南） 

RSW 

補機 

取水槽 

（C 系） 

基 

準 

津 

波 

2 

あり 

あり 

あり 
あり －3.5 －3.6 －3.7 －3.7 －3.7 －3.6 

なし －3.5 －3.6 －3.7 －3.7 －3.7 －3.6 

なし 
あり －3.5 －3.6 －3.7 －3.7 －3.7 －3.6 

なし －3.5 －3.6 －3.7 －3.7 －3.7 －3.6 

なし 

あり 
あり －3.5 －3.6 －3.7 －3.7 －3.7 －3.6 

なし －3.5 －3.6 －3.7 －3.7 －3.7 －3.6 

なし 
あり －3.5 －3.6 －3.7 －3.7 －3.7 －3.6 

なし －3.5 －3.6 －3.7 －3.7 －3.7 －3.6 

なし 

あり 

あり 
あり －3.5 －3.7 －3.8 －3.8 －3.8 －3.7 

なし －3.5 －3.7 －3.8 －3.8 －3.8 －3.7 

なし 
あり －3.5 －3.7 －3.8 －3.8 －3.8 －3.7 

なし －3.5 －3.7 －3.8 －3.8 －3.8 －3.7 

なし 

あり 
あり －3.5 －3.8 －4.0 －3.9 －3.9 －3.8 

なし －3.5 －3.8 －3.9 －3.9 －3.9 －3.8 

なし 
あり －3.5 －3.8 －4.0 －3.9 －4.0 －3.8 

なし －3.5 －3.8 －3.9 －3.9 －3.9 －3.8 

   ：防波堤あり，なしの最低水位 
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    (c) 数値計算上の不確かさに与える影響のまとめ 

「(a) 遡上解析におけるパラメータによる影響」及び「(b) 管路解析におけるパラ

メータによる影響」の結果を踏まえ設定した各施設・設備の設置位置における設計又は

評価に用いる入力津波高さを表 1.5－8に示す。 

 

表 1.5－8 各施設・設備の設置位置における設計又は評価に用いる入力津波高さ 

区分 設定位置 入力津波高さ 

上昇側水位 タービン建屋 

補機冷却用海水取水槽 

T.M.S.L.＋8.4m＊1 

下降側水位 T.M.S.L.－4.0m＊2 

注記＊1 ：朔望平均潮位及び入力津波の波源としている地震により生じる地殻変動を初期条件と

して見込んだ上で入力津波高さを算定し，潮位のばらつき＋0.16mも考慮している。 

注記＊2 ：朔望平均潮位を初期条件として見込んだ上で入力津波高さを算定し，潮位のばらつき

－0.15mも考慮している。水位下降側の地殻変動量については安全側の評価になるよ

うに 0.20mの沈降を考慮していない。 
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1.6 遡上解析のモデルについて 

遡上解析に用いる数値計算モデルについては，平面二次元モデルを用いており，基礎方程式

は非線形長波（浅水理論）に基づく。基礎方程式及び計算条件を図 1.6－1に示す。なお，解析

には基準津波の評価において妥当性を確認した遡上解析プログラム（解析コード「TSUNAMI」）

を用いた。 

計算領域については，対馬海峡付近から間宮海峡付近までの日本海全域である。東西方向約

1,100km，南北方向約 2,100km を設定した。 

計算格子間隔については，土木学会(2016)を参考に，敷地に近づくにしたがって最大 1,440m 

から最小 5.0m まで徐々に細かい格子サイズを用い，津波の挙動が精度よく計算できるよう適

切に設定した。敷地近傍及び敷地については，海底・海岸地形，敷地の構造物等の規模や形状

を考慮し，格子サイズ 5.0mでモデル化している。なお，文献(1),(2)によると「最小計算格子間隔

は 10m 程度より小さくすることを目安とする」との記載があることから，格子サイズ 5.0m は

妥当である。 

地形のモデル化にあたっては，最新の地形データを用いることとし，海域では一般財団法人 

日本水路協会(2011)，一般財団法人 日本水路協会(2008～2011)，深浅測量等による地形デー

タを用い，陸域では，国土地理院（2013）等による地形データ等を用いた（表 1.6－1）。ま

た，取水路・放水路等の諸元及び敷地標高については，発電所の竣工図等を用いた。なお，遡

上域において実地形とモデル化した地形の比較を行い，実地形に概ね一致したモデル化が行わ

れていることを確認している（図 1.6－2）。 

遡上解析に用いた計算領域とその水深及び計算格子分割を図 1.6－3 に示し，津波水位評価

地点の位置を図 1.6－4に示す。 

防波堤の越流および陸上の遡上を考慮し，防波堤については，水位がその天端を超える場合

に本間公式(1940)を用い，発電所の護岸を遡上する場合については，相田公式(1977)を用いた。

各計算方法について，図 1.6－5に示す。 

津波伝播計算の初期条件となる海底面の鉛直変位については，Mansinha and Smylie(1971)

の方法によって計算した。 

遡上解析のフローを図 1.6－6に，地殻変動量の考慮について概念図を図 1.6－7に示す。図

1.6－6 及び図 1.6－7 に示すとおり，潮位は初期条件として考慮し，地殻変動も地形に反映し

て遡上解析を実施している。 

上記を用いた遡上解析手法及び数値解析プログラムについては，土木学会(2016)に基づき，

既往津波である 1964年新潟地震津波及び 1983年日本海中部地震津波の再現性を確認し，津波

の痕跡高と遡上解析による津波高との比から求める幾何平均 K及び幾何標準偏差κが，再現

性の指標である 0.95<K<1.05，κ<1.45 を満足していることから妥当なものと判断した（図

1.6－8，図 1.6－9）。 
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図 1.6－1 基礎方程式及び計算条件 

 

表 1.6－1 地形データ 

 

 

 

 

 

 

 

■計算条件 

項目 計算条件

計算時間間隔 C.F.L.条件を満たすように0.1秒に設定

潮位条件 朔望平均満潮位に潮位のばらつきを考慮

基礎方程式及び
数値計算スキーム

非線形長波理論（浅水理論）に基づく後藤・小川(1982)
の方法

沖側境界条件 後藤・小川（1982)の自由透過の条件

陸側境界条件
・敷地周辺：（計算格子間隔80m～5m）の領域は小谷ほか
　(1998)の陸上遡上境界条件
・それ以外は完全反射条件

越流境界条件 越流は本間公式（1940）や相田公式(1977)で考慮

海底摩擦係数 マニングの粗度係数(n=0.03m-1/3s）：土木学会(2016)

陸上摩擦係数 マニングの粗度係数(n=0.03m-1/3s）：土木学会(2016)

水平渦動粘性係数 考慮していない（Kh=0)

初期条件
Manshinha and Smylie(1971)の方法により海底面の鉛直変位
分布を求めて初期水位として与える。

計算時間 4時間（第一波が到達してから十分な時間）
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(1) 中央土捨場 海側斜面 

 

 

 

(2) 荒浜側防潮堤内敷地 山側斜面 

図 1.6－2 実地形とモデル化した地形の比較 

 

 

 

：現地形 

：遡上解析モデル形状 

0 20 40 

中央土捨場 

海側斜面 

荒浜側防潮堤内敷地 

山側斜面 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 

起点からの距離（m） 

起点からの距離（m） 

標高 

（T.M.S.L. m） 

標高 

（T.M.S.L. m） 
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図 1.6－3 水深と計算格子分割図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.6－4 津波水位評価地点 
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■本間公式（本間(1940)） 

 防波堤については，水位がその天端を超える場合に本間公式を用いて越流量を計算する。天

端高を基準とした堤前後の水深を h1，h2(h1>h2)としたとき，越流量 qは下記のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

■相田公式（相田(1977)） 

 発電所の護岸を遡上する場合については，相田公式を用いて越流量を計算する。流量係数 C1

を用いて，護岸内側への越流量 qは下記のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.6－5 本間公式及び相田公式 

 

 
図 1.6－6 遡上解析のフロー図 
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図 1.6－7 地殻変動量の概念図 

 

Mansinha and Smylie(1971) 
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図 1.6－8 既往地震の断層モデル 

 

 
1964年新潟地震津波 

 

1983年日本海中部地震津波 

図 1.6－9 既往津波の再現性 
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2.1 津波防護対象設備の選定及び配置について 

  (1) 設計基準対象施設 

   a. 概要 

設置許可基準規則第五条では「設計基準対象施設は，基準津波に対して安全機能が損な

われるおそれがないものでなければならない」ことが要求されており，その解釈を定める

同解釈別記 3では，耐震Ｓクラスに属する設備（津波防護施設，浸水防止設備，津波監視

設備を除く）について津波から防護すること，重要な安全機能への津波による影響を防止

することが求められている。 

このため，設計基準対象施設のうち津波から防護する設備を図 2.1－1 のフローに基づ

き選定する。 

 

   b. 防護対象範囲 

基準津波に対して機能を維持すべき設備は，安全機能を有する設備（クラス 1，2，3設

備）及び耐震Ｓクラスに属する設備とし，安全機能を有する設備のうち重要な安全機能を

有する設備（クラス 1，2設備）及び耐震Ｓクラスに属する設備（津波防護施設，浸水防止

設備及び津波監視設備を除く。）は，基準津波から防護する設計とする。 

また，安全機能を有する設備のうちクラス 3設備については，安全評価上その機能を期

待する設備は，その機能を維持できる設計とし，その他の設備は，基準津波に対して機能

を維持するか，基準津波により損傷した場合を考慮して代替設備により必要な機能を確保

する等の対応を行う設計とするとともに，上位の設備に波及的影響を及ぼさない設計とす

る。 

なお，耐震Ｓクラスに属する設備のうち津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備

は，設備を津波から防護する機能を有する設備であり，設置許可基準規則解釈別記 3にお

いて「入力津波に対して津波防護機能，浸水防止機能及び津波監視機能が保持できること」

が要求されているものであり，これを満足するように設計する。 

建屋及び区画の設定範囲について表 2.1－1に示し，配置図を図 2.1－2に示す。また，

具体的な津波防護設備一覧を表 2.1－2に示し，配置図を図 2.1－3に示す。 

なお，クラス 3設備については主要な設備の一覧と配置をそれぞれ表 2.1－3及び図 2.1

－4に示す。また，表 2.1－3においてクラス 3設備設置場所における浸水の有無，基準適

合性（機能維持の方針と適合の根拠）及び上位の設備に波及的影響を及ぼす可能性の有無

についても併せて示す。 
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図 2.1－1 設計基準対象施設の津波防護対象選定フロー 

　　　　　　　　　　　　　　　　津波に対して機能維持

設計基準対象施設

耐震Ｓクラス設備
であるか？

設計基準対象施設の
津波防護対象設備

津波防護施設，浸水防止設備，
津波監視設備であるか？

クラス1，2設備
であるか？

クラス3設備
であるか？

津波に対して機能維持不要

＊津波防護対象設備，津波防護施設等
に波及的影響を及ぼさない設計とする

＜対象設備＞
・クラス3設備

＜設計方針＞
 入力津波に対して津波防護機能，浸
水防止機能，津波監視機能が保持でき
る設計とする

＜対象設備＞
・津波防護施設
・浸水防止設備
・津波監視設備

＜設計方針＞
 安全評価上その機能を期待する設備
は，その機能を維持できる設計とし，そ
の他の設備は，代替設備により必要な機
能を確保する等の対応を行う設計とする
＊津波防護対象設備，津波防護施設等に
波及的影響を及ぼさない設計とする

＜対象設備＞
・耐震Ｓクラス設備
・クラス１，2設備

Yes No

Yes

Yes

No

No

＜設計方針＞
 津波から防護する設計とす
る

No

Yes
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表 2.1－1 設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画 
設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋および区画 周辺敷地高さ 
・6号機 原子炉建屋 
・6号機 タービン建屋 
・廃棄物処理建屋（6号及び 7号機共用） 
・コントロール建屋（6号及び 7号機共用） 
・6号機 燃料設備の一部を敷設する区画 

T.M.S.L.＋12m 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2.1－2 設計基準対象施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画図
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表 2.1－2 設計基準対象施設の津波防護設備一覧 

機 器 名 称 設置場所 
設置フロア 

(T.M.S.L.) 
図示番号 備考 

1. 原子炉本体 

 原子炉圧力容器 原子炉格納容器 ＋4.9m 6-1-1  

2. 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

 

燃料取替機 原子炉建屋 ＋31.7m 6-2-1  

原子炉建屋クレーン 原子炉建屋 ＋38.2m 6-2-2  

使用済燃料貯蔵プール 原子炉建屋 ＋31.7m 6-2-3  

キャスクピット 原子炉建屋 ＋31.7m 6-2-4  

使用済燃料貯蔵ラック 原子炉建屋 ＋31.7m 6-2-5  

制御棒・破損燃料貯蔵ラック 原子炉建屋 ＋31.7m 6-2-6  

新燃料貯蔵設備 原子炉建屋 ＋31.7m 6-2-7  

制御棒貯蔵ハンガ 原子炉建屋 ＋31.7m 6-2-8  

使用済燃料貯蔵プール冷却浄化設備 主要弁 原子炉建屋 ― ―  

使用済燃料貯蔵プール冷却浄化設備 主配管 原子炉建屋 ― ―  

3. 原子炉冷却系統施設 

(1) 原子炉冷却材再循環設備 

 原子炉冷却材再循環ポンプ 原子炉格納容器 ＋3.6m 6-3-1  

(2) 原子炉冷却材の循環設備 

 

主蒸気逃がし安全弁逃がし弁機能用アキュムレータ 原子炉格納容器 ＋12.3m 6-3-2  

主蒸気逃がし安全弁自動減圧機能用アキュムレータ 原子炉格納容器 ＋12.3m 6-3-3  

主蒸気逃がし安全弁 原子炉格納容器 ＋16.3m 6-3-4  

原子炉冷却材の循環設備 主要弁 
原子炉建屋 

タービン建屋 
― ― 

主蒸気系 

復水給水系 

原子炉冷却材の循環設備 主配管 
原子炉建屋 

タービン建屋 
― ― 

主蒸気系 

復水給水系 

(3) 残留熱除去設備 

 

残留熱除去系熱交換器 原子炉建屋 －8.2m 6-3-5  

残留熱除去系ポンプ 原子炉建屋 －8.2m 6-3-6  

残留熱除去系ストレーナ 原子炉建屋 －7.2m 6-3-7  

残留熱除去設備 主要弁 原子炉建屋 ― ― 残留熱除去系 

残留熱除去設備 主配管 原子炉建屋 ― ― 残留熱除去系 
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表 2.1－2 設計基準対象施設の津波防護設備一覧 

機 器 名 称 設置場所 
設置フロア 

(T.M.S.L.) 
図示番号 備考 

(4) 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備 

 

高圧炉心注水系ポンプ 原子炉建屋 －8.2m 6-3-8  

原子炉隔離時冷却系ポンプ（蒸気タービン含む） 原子炉建屋 －8.2m 6-3-9  

高圧炉心注水系ストレーナ 原子炉建屋 －7.2m 6-3-10  

原子炉隔離時冷却系ストレーナ 原子炉建屋 －7.2m 6-3-11  

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備 主要弁 
原子炉建屋 

廃棄物処理建屋 
― ― 

高圧炉心注水系 

原子炉隔離時冷却系 

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備 主配管 
原子炉建屋 

廃棄物処理建屋 
― ― 

高圧炉心注水系 

原子炉隔離時冷却系 

(5) 原子炉冷却材補給設備 

 復水貯蔵槽 廃棄物処理建屋 －1.1m 6-3-12  

(6) 原子炉補機冷却設備 

 

原子炉補機冷却水系熱交換器 タービン建屋 
3.5m 

－4.8m 
6-3-13  

原子炉補機冷却水ポンプ タービン建屋 
3.5m 

－4.8m 
6-3-14  

原子炉補機冷却海水ポンプ タービン建屋 3.5m 6-3-15  

原子炉補機冷却海水系ストレーナ タービン建屋 
3.5m 

－4.8m 
6-3-16  

原子炉補機冷却設備 主要弁 
原子炉建屋 

タービン建屋 
― ― 

原子炉補機冷却水系 

原子炉補機冷却海水系 

原子炉補機冷却設備 主配管 
原子炉建屋 

タービン建屋 
― ― 

原子炉補機冷却水系 

原子炉補機冷却海水系 

(7) 原子炉冷却材浄化設備 

 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器 原子炉建屋 －1.7m 6-3-17  

原子炉冷却材浄化系非再生熱交換器 原子炉建屋 －8.2m 6-3-18  

原子炉冷却材浄化系ポンプ 原子炉建屋 －8.2m 6-3-19  

原子炉冷却材浄化系ろ過脱塩器 原子炉建屋 4.8m 6-3-20  

原子炉冷却材浄化設備 主要弁 原子炉建屋 ― ― 原子炉冷却材浄化系 

原子炉冷却材浄化設備 主配管 原子炉建屋 ― ― 原子炉冷却材浄化系 
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表 2.1－2 設計基準対象施設の津波防護設備一覧 

機 器 名 称 設置場所 
設置フロア 

(T.M.S.L.) 
図示番号 備考 

4. 計測制御系統施設 

(1) 制御材 

 制御棒 原子炉格納容器 ― ― 原子炉内 

(2) 制御材駆動装置 

 制御棒駆動機構 原子炉格納容器 ― 6-4-1  

 

水圧制御ユニット 原子炉建屋 －8.2m 6-4-2  

制御棒駆動水圧設備 主要弁 原子炉建屋 ― ― 制御棒駆動系 

制御棒駆動水圧設備 主配管 

原子炉建屋 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 

― ― 制御棒駆動系 

(3) ほう酸水注入設備 

 

ほう酸水注入系ポンプ 原子炉建屋 23.5m 6-4-3  

ほう酸水注入系貯蔵タンク 原子炉建屋 23.5m 6-4-4  

ほう酸水注入設備 主要弁 原子炉建屋 ― ― ほう酸水注入系 

ほう酸水注入設備 主配管 原子炉建屋 ― ― ほう酸水注入系 

(4) 計測装置 

 

出力領域計測装置 原子炉格納容器 ― ― 原子炉内 

起動領域計測装置 原子炉格納容器 ― ― 原子炉内 

水平方向地震加速度検出器（原子炉建屋下部） 原子炉建屋 －8.2m 6-4-5  

鉛直方向地震加速度検出器（原子炉建屋下部） 原子炉建屋 －8.2m 6-4-6  

水平方向地震加速度検出器（原子炉建屋上部） 原子炉建屋 23.5m 6-4-7  

核計装記録計盤 コントロール建屋 17.3m 6-4-8  

原子炉系記録計盤 コントロール建屋 17.3m 6-4-9  

プロセス放射線モニタ盤 コントロール建屋 17.3m 6-4-10  

格納容器雰囲気モニタ盤 コントロール建屋 17.3m 6-4-11  

苛酷事故盤／格納容器補助盤 コントロール建屋 17.3m 6-4-12  

安全保護系盤（区分Ⅰ～Ⅳ） コントロール建屋 17.3m 6-4-13  

ESF盤 コントロール建屋 17.3m 6-4-14  

中央運転監視盤 1 コントロール建屋 17.3m 6-4-15  

中央運転監視盤 2 コントロール建屋 17.3m 6-4-16  

運転監視補助盤 1（警報表示盤） コントロール建屋 17.3m 6-4-17  
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表 2.1－2 設計基準対象施設の津波防護設備一覧 

機 器 名 称 設置場所 
設置フロア 

(T.M.S.L.) 
図示番号 備考 

 

運転監視補助盤 2（系統監視盤） コントロール建屋 17.3m 6-4-18  

運転監視補助盤 3（大型スクリーン） コントロール建屋 17.3m 6-4-19  

原子炉系計装ラック 原子炉建屋 4.8m 6-4-20  

炉心流量計装ラック 原子炉建屋 －8.2m 6-4-21  

主蒸気流量計装ラック 原子炉建屋 4.8m 6-4-22  

残留熱除去系計装ラック 原子炉建屋 －8.2m 6-4-23  

高圧炉心注水系計装ラック 原子炉建屋 －8.2m 6-4-24  

原子炉隔離時冷却系計装ラック 原子炉建屋 －8.2m 6-4-25  

ドライウェル圧力計器架台 原子炉建屋 
27.2m 

23.5m 
6-4-26  

格納容器内雰囲気モニタサンプリングラック 原子炉建屋 
27.2m 

23.5m 
6-4-27  

タービン主蒸気系計装ラック／原子炉保護用主蒸気圧

力計器架台 
タービン建屋 12.3m 6-4-28  

タービン蒸気加減弁急速閉圧力計器収納箱／原子炉保

護用加減弁急閉計器ラック 
タービン建屋 20.4m 6-4-29  

原子炉保護用復水器器内圧力計器架台 タービン建屋 20.4m 6-4-30  

制御棒充填水ライン圧力 原子炉建屋 －8.2m 6-4-31  

ほう酸水注入系ポンプ吐出圧力 原子炉建屋 23.5m 6-4-32  

残留熱除去系熱交換器入口温度 原子炉建屋 －8.2m 6-4-33  

残留熱除去系熱交換器出口温度 原子炉建屋 －1.7m 6-4-34  

主蒸気管トンネル温度 
原子炉建屋 

タービン建屋 

18.1m 

17.0m 
6-4-35  

主蒸気止め弁原子炉保護用 タービン建屋 17.0m 6-4-36  

サプレッションプール水温度 原子炉格納容器 －6.3m 6-4-37  
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表 2.1－2 設計基準対象施設の津波防護設備一覧 

機 器 名 称 設置場所 
設置フロア 

(T.M.S.L.) 
図示番号 備考 

5. 放射性廃棄物の廃棄施設 

 

排気筒 原子炉建屋 38.2m －  

気体廃棄物処理系活性炭式希ガスホールドアップ塔 タービン建屋 4.9m 6-5-1  

液体廃棄物処理設備 主要弁 

原子炉建屋 

タービン建屋 

コントロール建屋 

廃棄物処理建屋 

サービス建屋 

― ― 液体廃棄物処理系 

液体廃棄物処理設備 主配管 

原子炉建屋 

タービン建屋 

コントロール建屋 

廃棄物処理建屋 

サービス建屋 

― ― 液体廃棄物処理系 

6. 放射線管理施設 

(1) 放射線管理用計測装置 

 

主蒸気管放射線モニタ 原子炉建屋 23.5m 6-6-1  

格納容器内雰囲気放射線モニタ 原子炉建屋 
14.7m 

6.0m 
6-6-2  

燃料取替エリア排気放射線モニタ 原子炉建屋 
37.7m 

36.2m 
6-6-3  

原子炉区域換気空調系排気放射線モニタ 原子炉建屋 27.2m 6-6-4  

(2) 換気設備 

 

非常用ガス処理系排風機 原子炉建屋 23.5m 6-6-5  

非常用ガス処理系フィルタ 原子炉建屋 23.5m 6-6-6  

中央制御室送風機 コントロール建屋 17.3m 6-6-7  

中央制御室再循環送風機 コントロール建屋 12.3m 6-6-8  

中央制御室排風機 コントロール建屋 17.3m 6-6-9  

中央制御室再循環フィルタ コントロール建屋 12.3m 6-6-10  

換気設備 主要弁 
原子炉建屋 

コントロール建屋 
― ― 

非常用ガス処理系 

中央制御室換気空調系 

換気設備 主配管 
原子炉建屋 

コントロール建屋 
― ― 

非常用ガス処理系 

中央制御室換気空調系 
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表 2.1－2 設計基準対象施設の津波防護設備一覧 

機 器 名 称 設置場所 
設置フロア 

(T.M.S.L.) 
図示番号 備考 

(3) 生体遮蔽装置 

 原子炉遮へい壁 原子炉建屋 12.3m 6-6-11  

7. 原子炉格納施設 

(1) 原子炉格納容器 

 

原子炉格納容器 原子炉格納容器 ― ―  

上部ドライウェル機器搬入用ハッチ 原子炉格納容器 19.1m 6-7-1  

下部ドライウェル機器搬入用ハッチ 原子炉格納容器 －0.9m 6-7-2  

サプレッションチェンバ出入口 原子炉格納容器 6.4m 6-7-3  

上部ドライウェル所員用エアロック 原子炉格納容器 19.1m 6-7-4  

下部ドライウェル所員用エアロック 原子炉格納容器 －0.8m 6-7-5  

配管貫通部 原子炉格納容器 ― ―  

電気配線貫通部 原子炉格納容器 ― ―  

(2) 原子炉建屋 

 

原子炉建屋原子炉区域 原子炉建屋 ― ―  

原子炉建屋機器搬出入口 原子炉建屋 12.5m 6-7-6  

原子炉建屋エアロック 原子炉建屋 12.3m 6-7-7  

(3) 圧力低減設備その他の安全設備 

 

真空破壊弁 原子炉格納容器 6.1m 6-7-8  

ダイヤフラムフロア 原子炉格納容器 12.3m 6-7-9  

ベント管 原子炉格納容器 ― ―  

原子炉格納容器スプレイ管（ドライウェル側） 原子炉格納容器 20.6m 6-7-10  

原子炉格納容器スプレイ管（ｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾁｪﾝﾊﾞ側） 原子炉格納容器 10.8m 6-7-11  

可燃性ガス濃度制御系再結合装置加熱器 原子炉建屋 12.3m 6-7-12  

可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ 原子炉建屋 12.3m 6-7-13  

圧力低減設備その他の安全設備 主要弁 
原子炉建屋 

コントロール建屋 
― ― 

不活性ガス系 

可燃性ガス濃度制御系 

圧力低減設備その他の安全設備 主配管 

原子炉建屋 

コントロール建屋 

サービス建屋 

― ― 
不活性ガス系 

可燃性ガス濃度制御系 
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表 2.1－2 設計基準対象施設の津波防護設備一覧 

機 器 名 称 設置場所 
設置フロア 

(T.M.S.L.) 
図示番号 備考 

8. その他発電用原子炉の附属施設 

(1) 非常用電源設備 

 

非常用ディーゼル発電設備 内燃機関 原子炉建屋 12.3m 6-8-1  

非常用ディーゼル発電設備 燃料設備 
原子炉建屋 

屋外 

12.3m 

12.0m 

6-8-2 

－ 

・主配管含む 

・屋外設置範囲は図

2.1－2参照 

非常用ディーゼル発電設備 発電機 原子炉建屋 12.3m 6-8-3  

バイタル交流電源装置 コントロール建屋 6.5m 6-8-4  

 コントロール建屋 
6.5m 

0.1m 
6-8-5  

 原子炉建屋 4.8m 6-8-6  

 
原子炉建屋 

タービン建屋 

4.8m,12.3m 

4.9m,－1.1m 
6-8-7  

コントロールセンタ（非常用） 
原子炉建屋 

タービン建屋 

4.8m, 12.3m 

4.9m, －1.1m 
6-8-8  

動力変圧器（非常用） 
原子炉建屋 

タービン建屋 

4.8m, 12.3m 

4.9m, －1.1m 
6-8-9  

所内母線負荷用 6.9kV遮断器 原子炉建屋 4.8m 6-8-10  

ディーゼル発電機用 6.9kV 遮断器 原子炉建屋 4.8m 6-8-11  

非常用電源ケーブル 
原子炉建屋 

タービン建屋 
― ―  
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地下 3階（T/B地下 2階） 

T/B床面高さ T.M.S.L.－5.1m 

図 2.1－3 設計基準対象施設の津波防護対象設備の配置 124
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図 2.1－3 設計基準対象施設の津波防護対象設備の配置 

地下 2階（T/B地下中間 2階） 

T/B 床面高さ T.M.S.L.－1.1m 

125
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図 2.1－3 設計基準対象施設の津波防護対象設備の配置 

地下 1階（T/B地下 1階） 

T/B床面高さ T.M.S.L.＋4.9m 

126
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図 2.1－3 設計基準対象施設の津波防護対象設備の配置 

地上 1階（T/B地上 1階） 

T/B 床面高さ T.M.S.L.＋12.3m 

127
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図 2.1－3 設計基準対象施設の津波防護対象設備の配置 

地上 2階（T/B地上 2階） 

T/B 床面高さ T.M.S.L.＋20.4m 

128
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図 2.1－3 設計基準対象施設の津波防護対象設備の配置 

地上 3階 

129
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図 2.1－3 設計基準対象施設の津波防護対象設備の配置 

地上 4階（T/B地上 3階） 

T/B 床面高さ T.M.S.L.＋30.9m 

130



 

注記＊1 ：浸水を防止する敷地内の建屋内に設置する設備については建屋名称等を記載する。また，浸水を防止する敷地内の建屋外であって大湊側敷地に設置する設備は「大湊側敷

地」と記載する。左記以外の設備であり，浸水を防止する敷地内に設置する設備は「浸水を防止する敷地」と記載する。 

2 ：機器の設置エリアが複数にまたがる場合等には「－」を記載する。 

3 ：適合の根拠は以下のとおり。            

A：「浸水を防止する敷地」あるいは基準津波が到達しない高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 B：Ⅵ-1-1-3-2-4参照 C：津波時にも機能喪失しないため 

4 ：波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：浸水しないため，漂流物化しない。 b：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。 c：Ⅵ-1-1-3-2-4参照 
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表 2.1－3 クラス 3設備の設置場所及び基準適合性一覧 

分

類 
機 能（機 器） 名 称 

主要機器の設置場所 
浸水 

有無 

適合性 
波及影響有無 

備考 
設置エリア＊1 

設置標高 

（T.M.S.L.）＊2 

機能維持の 

方針 

適合の 

根拠＊3 有無 根拠＊4 

1. 原子炉冷却材圧力バウンダリから除外される計装等の小口径配管，弁【原子炉冷却材保持機能】 

PS3 

計装配管，弁 原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

試料採取系配管，弁 原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

ドレン配管，弁 原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

ベント配管，弁 原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

2. 原子炉再循環系【原子炉冷却材の循環機能】 

PS3 原子炉再循環ポンプ 原子炉建屋 ＋3.6m 無 浸水を防止 A 無 a  

3. 放射性廃棄物処理施設（放射能インベントリの小さいもの）【放射性物質の貯蔵機能】 

PS3 

サプレッションプール水排水系 

（サプレッションプール水サージタンク） 
大湊側敷地 ＋12m 無 浸水を防止 A 無 a 5,6,7,号機共用 

復水貯蔵槽 廃棄物処理建屋 －1.1m 無 浸水を防止 A 無 a  

液体廃棄物処

理系 

低伝導度廃液系 

原子炉建屋 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 

― 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

高伝導度廃液系 

原子炉建屋 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 

サービス建屋 

― 無 浸水を防止 A 無 a  5,6,7号機共用 

固体廃棄物処

理系 

冷却材浄化沈降分離槽， 

使用済樹脂槽 
廃棄物処理建屋 －1.1m 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

濃縮廃液タンク 廃棄物処理建屋 －6.1m 無 浸水を防止 A 無 a 5,6,7号機共用 

固体廃棄物貯蔵庫 浸水を防止する敷地 ＋55m 無 浸水を防止 A 無 a 1～7号機共用 

使用済燃料輸送容器保管建屋 荒浜側敷地 ＋5m 有 
浸水に対して

も機能維持 
C 無 b 1～7号機共用 

焼却炉建屋 荒浜側敷地 ＋5m 有 
浸水に対して

も機能維持 
C 無 b 1～7号機共用 

新燃料貯蔵庫 原子炉建屋 ＋26.5  無 浸水を防止 A 無 a  

新燃料貯蔵ラック 原子炉建屋 ＋26.5 無 浸水を防止 A 無 a  
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注記＊1 ：浸水を防止する敷地内の建屋内に設置する設備については建屋名称等を記載する。また，浸水を防止する敷地内の建屋外であって大湊側敷地に設置する設備は「大湊側敷

地」と記載する。左記以外の設備であり，浸水を防止する敷地内に設置する設備は「浸水を防止する敷地」と記載する。 

2 ：機器の設置エリアが複数にまたがる場合等には「－」を記載する。 

3 ：適合の根拠は以下のとおり。            

A：「浸水を防止する敷地」あるいは基準津波が到達しない高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 B：Ⅵ-1-1-3-2-4参照 C：津波時にも機能喪失しないため 

4 ：波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：浸水しないため，漂流物化しない。 b：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。 c：Ⅵ-1-1-3-2-4参照 
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表 2.1－3 クラス 3設備の設置場所及び基準適合性一覧 

分

類 
機 能（機 器） 名 称 

主要機器の設置場所 
浸水 

有無 

適合性 
波及影響有無 

備考 
設置エリア＊1 

設置標高 

（T.M.S.L.）＊2 

機能維持の 

方針 

適合の 

根拠＊3 有無 根拠＊4 

４．タービン，発電機及びその励磁装置，復水系（復水器を含む），給水系，循環水系，送電線，変圧器，開閉所【電源供給機能】 

PS3 

発電機及びその励磁装置（発電機，励磁機） タービン建屋 ＋20.4m 無 浸水を防止 A 無 a  

直接関連系 

(発電機及び励磁

装置) 

固定子冷却装置 タービン建屋 ＋12.3m 無 浸水を防止 A 無 a  

発電機水素ガス冷却装

置 
タービン建屋 ＋12.3m 無 浸水を防止 A 無 a 

発電機水素ガス乾燥機の 
設置標高を記載 

軸密封油装置 タービン建屋 ＋12.3m 無 浸水を防止 A 無 a  

励磁電源系 タービン建屋 ＋12.3m 無 浸水を防止 A 無 a  

蒸気タービン（主タービン，主要弁，配管） タービン建屋 ＋20.4m 無 浸水を防止 A 無 a 主タービンの設置標高を記載 

直接関連系 

(蒸気タービン)  

主蒸気系 

（主蒸気／駆動源） 

原子炉建屋 

タービン建屋 
― 無 浸水を防止 A 無 a  

タービン制御系 タービン建屋 －1.1m 無 浸水を防止 A 無 a 
高圧制御油圧ユニットの設置

標高を記載 

タービン潤滑油系 タービン建屋 ＋12.3m 無 浸水を防止 A 無 a 主油タンクの設置標高を記載 

復水系（復水器を含む）（復水器，復水ポン

プ，配管，弁） 
タービン建屋 －5.1m 無 浸水を防止 A 無 a 

低圧復水ポンプの設置 

標高を記載 

直接関連系(復水

系(復水器含む)) 

復水器空気抽出系 

(蒸気式空気抽出系，配

管，弁) 

タービン建屋 ＋12.3m 無 浸水を防止 A 無 a 
蒸気式空気抽出器の設置標高

を記載 

給水系(電動駆動給水ポンプ，タービン駆動

給水ポンプ，給水加熱器，配管，弁) 
タービン建屋 ＋4.9m 無 浸水を防止 A 無 a 

電動駆動給水ポンプの 

設置標高を記載 

直接関連系 

(給水系) 
駆動用蒸気 タービン建屋 ＋20.4m 無 浸水を防止 A 無 a 

湿分分離加熱器の設置 

標高を記載 

循環水系（循環水ポンプ，配管，弁） タービン建屋 －1.1m 無 浸水を防止 A 無 a 
循環水ポンプの設置標高を記

載 

直接関連系 

(循環水系) 

取水設備 

(屋外トレンチを含む) 
大湊側護岸部 ― 有 

浸水に対して

も機能維持 
B 無 c  
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2 ：機器の設置エリアが複数にまたがる場合等には「－」を記載する。 

3 ：適合の根拠は以下のとおり。            

A：「浸水を防止する敷地」あるいは基準津波が到達しない高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 B：Ⅵ-1-1-3-2-4参照 C：津波時にも機能喪失しないため 

4 ：波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：浸水しないため，漂流物化しない。 b：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。 c：Ⅵ-1-1-3-2-4参照 
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表 2.1－3 クラス 3設備の設置場所及び基準適合性一覧 

分

類 
機 能（機 器） 名 称 

主要機器の設置場所 
浸水 

有無 

適合性 
波及影響有無 

備考 
設置エリア＊1 

設置標高 

（T.M.S.L.）＊2 

機能維持の 

方針 

適合の 

根拠＊3 有無 根拠＊4 

PS3 

常用所内電源系（発電機又は外部電源系か

ら所内負荷までの配電設備及び電路（MS-1

関連以外）） 

各主要建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

直流電源系（蓄電池，蓄電池から常用負荷

までの配電設備及び電路（MS-1関連以外）） 
各主要建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

計装制御電源系（電源装置から常用計測制

御装置までの配電設備及び電路（MS-1関連

以外）） 

各主要建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

500kV及び 154kV送電線 浸水を防止する敷地 ＋12m以上 無 浸水を防止 A 無 a 1～7号機共用 

起動用開閉所変圧器，予備電源変圧器，工

事用変圧器 

浸水を防止する敷地 ＋12m以上 無 浸水を防止 A 無 a 1～7号機共用 

ケーブル洞道 

(ケーブルを敷設) 
＋8.8m 無 浸水を防止 C 無 a 1～7号機共用 

直接関連系 

（変圧器） 

油劣化防止装置 浸水を防止する敷地 ＋12m以上 無 浸水を防止 A 無 a 1～7号機共用 

冷却装置 浸水を防止する敷地 ＋12m以上 無 浸水を防止 A 無 a 1～7号機共用 

起動変圧器 大湊側敷地 ＋12m 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

所内変圧器 大湊側敷地 ＋12m 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

直接関連系 

（変圧器） 

油劣化防止装置 大湊側敷地 ＋12m 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

冷却装置 大湊側敷地 ＋12m 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

共通用高圧母線，共通用低圧母線 コントロール建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

開閉所（母線，遮断器，断路器，電路） 浸水を防止する敷地 ＋12m以上 無 浸水を防止 A 無 a 1～7号機共用 

5. 原子炉制御系，運転監視補助装置（制御棒価値ミニマイザ），原子炉核計装の一部，原子炉プラントプロセス計装の一部【プラント計測・制御機能】 

PS3 

原子炉制御系（制御棒価値ミニマイザを含

む），原子炉核計装，原子炉プラントプロセ

ス計装 

原子炉建屋 

コントロール建屋 
― 無 浸水を防止 A 無 a  
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2 ：機器の設置エリアが複数にまたがる場合等には「－」を記載する。 

3 ：適合の根拠は以下のとおり。            

A：「浸水を防止する敷地」あるいは基準津波が到達しない高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 B：Ⅵ-1-1-3-2-4参照 C：津波時にも機能喪失しないため 
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a：浸水しないため，漂流物化しない。 b：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。 c：Ⅵ-1-1-3-2-4参照 
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表 2.1－3 クラス 3設備の設置場所及び基準適合性一覧 

分類 機 能（機 器） 名 称 

主要機器の設置場所 
浸水 

有無 

適合性 
波及影響有無 

備考 
設置エリア＊1 

設置標高 

（T.M.S.L.）＊2 

機能維持の 

方針 

適合の 

根拠＊3 有無 根拠＊4 

6. 補助ボイラ設備，計装用圧縮空気系【プラント運転補助機能】 

PS3 

補助ボイラ設備（補助ボイラ，給水タンク，

給水ポンプ，配管，弁） 
補助ボイラ建屋 ＋12.3m 無 浸水を防止 A 無 a 

・補助ボイラの設置標高 

を記載 

・5,6,7号機共用 

直接関連系 

(補助ボイラ設

備) 

補助ボイラ用変圧器か

ら補助ボイラ給電部ま

での配電設備及び電路 

補助ボイラ建屋 ＋12.3m 無 浸水を防止 A 無 a 

・補助ボイラ変圧器の設置標

高を記載 

・5,6,7号機共用 

所内蒸気系及び戻り系（ポンプ，配管，弁） 

原子炉建屋 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 

補助ボイラ建屋 

― 無 浸水を防止 A 無 a 5,6,7号機共用 

計装用圧縮空気設備（空気圧縮機，中間冷

却器，配管，弁） 

原子炉建屋 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 

コントロール建屋 

サービス建屋 

補助ボイラ建屋 

－1.1m 無 浸水を防止 A 無 a 
計装用圧縮空気系空気圧縮機

の設置標高を記載 

直接関連系 

（計装用圧縮

空気設備） 

後部冷却器 タービン建屋 －1.1m 無 浸水を防止 A 無 a  

気水分離器 タービン建屋 －1.1m 無 浸水を防止 A 無 a  

空気貯槽 タービン建屋 －1.1m 無 浸水を防止 A 無 a  

原子炉補機冷却水系（MS-1）関連以外（配

管，弁） 

原子炉建屋 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 

― 無 浸水を防止 A 無 a  

タービン補機冷却水系（タービン補機冷却

ポンプ，熱交換器，配管，弁） 

タービン建屋 

コントロール建屋 

サービス建屋 

－5.1m 無 浸水を防止 A 無 a 
タービン補機冷却水系熱交換

器の設置標高を記載 

          

134



 

注記＊1 ：浸水を防止する敷地内の建屋内に設置する設備については建屋名称等を記載する。また，浸水を防止する敷地内の建屋外であって大湊側敷地に設置する設備は「大湊側敷

地」と記載する。左記以外の設備であり，浸水を防止する敷地内に設置する設備は「浸水を防止する敷地」と記載する。 
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a：浸水しないため，漂流物化しない。 b：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。 c：Ⅵ-1-1-3-2-4参照 
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表 2.1－3 クラス 3設備の設置場所及び基準適合性一覧 

分類 機 能（機 器） 名 称 

主要機器の設置場所 
浸水 

有無 

適合性 
波及影響有無 

備考 
設置エリア＊1 

設置標高 

（T.M.S.L.）＊2 

機能維持の 

方針 

適合の 

根拠＊3 有無 根拠＊4 

PS3 

直接関連系 

（タービン補

機冷却水系） 

サージタンク タービン建屋 ＋38.6m 無 浸水を防止 A 無 a  

タービン補機冷却海水系（タービン補機冷

却海水ポンプ，配管，弁，ストレーナ） 
タービン建屋 ＋3.5m 無 浸水を防止 A 無 a 

タービン補機冷却海水ポンプ

の設置標高を記載 

復水補給水系（復水移送ポンプ，配管，弁） 

原子炉建屋 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 

－6.1m 無 浸水を防止 A 無 a 
復水移送ポンプの設置 

標高を記載 

直接関連系 

（復水補給水

系） 

復水貯蔵槽 廃棄物処理建屋 －1.1m 無 浸水を防止 A 無 a  

7. 燃料被覆管【核分裂生成物の原子炉冷却材中の放散防止機能】 

PS3 

燃料被覆管 原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

上／下部端栓 原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

タイロッド 原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

8. 原子炉冷却材浄化系，復水浄化系【原子炉冷却材の浄化機能】 

PS3 

原子炉冷却材浄化系（再生熱交換器，非再

生熱交換器，ポンプ，ろ過脱塩装置，配管，

弁） 

原子炉建屋 －8.2m 無 浸水を防止 A 無 a 
原子炉冷却材浄化ポンプの設

置標高を記載 

復水浄化系（復水ろ過装置，復水脱塩装置，

配管，弁） 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 
＋4.5m 無 浸水を防止 A 無 a 復水ろ過器の設置標高を記載 
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表 2.1－3 クラス 3設備の設置場所及び基準適合性一覧 

分類 機 能（機 器） 名 称 

主要機器の設置場所 
浸水 

有無 

適合性 
波及影響有無 

備考 
設置エリア＊1 

設置標高 

（T.M.S.L.）＊2 

機能維持の 

方針 

適合の 

根拠＊3 有無 根拠＊4 

9. 逃がし安全弁（逃がし弁機能），タービンバイパス弁【原子炉圧力上昇の緩和機能】 

MS3 

逃がし安全弁（逃がし弁機能） 原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

直接関連系 

（逃がし安全

弁（逃がし安全

弁機能）） 

原子炉圧力容器から逃

がし安全弁までの主蒸

気配管 

原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

駆動用窒素源（アキュム

レータ，アキュムレータ

から逃がし安全弁まで

の配管，弁） 

原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

タービンバイパス弁 タービン建屋 ＋14.8m 無 浸水を防止 A 無 a  

直接関連系 

（タービンバ

イパス弁） 

原子炉圧力容器からタ

ービンバイパス弁まで

の主蒸気配管 

原子炉建屋 

タービン建屋 
― 無 浸水を防止 A 無 a  

駆動用油圧源（アキュム

レータ，アキュムレータ

からタービンバイパス

弁までの配管，弁） 

タービン建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

10. 原子炉冷却材再循環系（再循環ポンプトリップ機能），制御棒引き抜き監視装置【出力上昇の抑制機能】 

MS3 
原子炉再循環制御系，制御棒引抜阻止イン

ターロック，選択制御棒挿入系の操作回路 
コントロール建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

11. 制御棒駆動水圧系，原子炉隔離時冷却系【原子炉冷却材の補給機能】 

MS3 

制御棒駆動水圧系（ポンプ，復水貯蔵槽，

復水貯蔵槽から制御棒駆動機構までの配

管及び弁） 

原子炉建屋 

タービン建屋 

廃棄物処理建屋 

－8.2m 無 浸水を防止 A 無 a 
制御棒駆動水圧系ポンプの設

置標高を記載 

直接関連系 

（制御棒駆動

水圧系） 

ポンプサクションフィ

ルタ 
原子炉建屋 －8.2m 無 浸水を防止 A 無 a  

ポンプミニマムフロー

ライン配管，弁 
原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

136



 

注記＊1 ：浸水を防止する敷地内の建屋内に設置する設備については建屋名称等を記載する。また，浸水を防止する敷地内の建屋外であって大湊側敷地に設置する設備は「大湊側敷

地」と記載する。左記以外の設備であり，浸水を防止する敷地内に設置する設備は「浸水を防止する敷地」と記載する。 

2 ：機器の設置エリアが複数にまたがる場合等には「－」を記載する。 

3 ：適合の根拠は以下のとおり。            

A：「浸水を防止する敷地」あるいは基準津波が到達しない高所に設置するため，基準津波の影響を受けない。 B：Ⅵ-1-1-3-2-4参照 C：津波時にも機能喪失しないため 

4 ：波及的影響「無」とした理由は以下のとおり。 

a：浸水しないため，漂流物化しない。 b：周辺に漂流物による波及的影響を考慮すべき津波防護施設，浸水防止設備が存在しない。 c：Ⅵ-1-1-3-2-4参照 

資
料

2－
2.1－

24 

表 2.1－3 クラス 3設備の設置場所及び基準適合性一覧 

分類 機 能（機 器） 名 称 

主要機器の設置場所 
浸水 

有無 

適合性 
波及影響有無 

備考 
設置エリア＊1 

設置標高 

（T.M.S.L.）＊2 

機能維持の 

方針 

適合の 

根拠＊3 有無 根拠＊4 

MS3 

原子炉隔離時冷却系（ポンプ，タービン，

復水貯蔵槽，復水貯蔵槽から注入先までの

配管，弁） 

原子炉建屋 

廃棄物処理建屋 
－8.2m 無 浸水を防止 A 無 a 

原子炉隔離時冷却系ポンプの

設置標高を記載 

直接関連系 

（原子炉隔離

時冷却系） 

タービンへの蒸気供給

配管，弁 
原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

ポンプミニマムフロー

ライン配管，弁 
原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  

潤滑油冷却器及びその

冷却器までの冷却水供

給配管 

原子炉建屋 －8.2m 無 浸水を防止 A 無 a 
潤滑油冷却器の設置標高を記

載 

12. 原子炉冷却材再循環ポンプ MGセット【原子炉冷却材の再循環流量低下の緩和機能】 

MS3 原子炉冷却材再循環ポンプ MGセット 廃棄物処理建屋 ＋20.4m 無 浸水を防止 A 無 a  

13. 原子力発電所緊急時対策所，試料採取系，通信連絡設備，放射能監視設備，事故時監視計器の一部，消火系，安全避難通路，非常用照明 

【緊急時対策上重要なもの及び異常状態の把握機能】 

MS3 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所 5号機原子炉建屋 ＋12.3m以上 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

直接関連系 

（5号機原子炉

建屋内緊急時

対策所） 

情報収集設備 5号機原子炉建屋 ＋12.3m以上 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

通信連絡設備 5号機原子炉建屋 ＋12.3m以上 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

資料及び器材 5号機原子炉建屋 ＋12.3m以上 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

遮へい設備 5号機原子炉建屋 ＋12.3m以上 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

試料採取系（異常時に必要な下記の機能を

有するもの，原子炉冷却材放射性物質濃度

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ分析，原子炉格納容器雰囲気放射

性物質濃度ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ分析） 

原子炉建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a  
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表 2.1－3 クラス 3設備の設置場所及び基準適合性一覧 

分類 機 能（機 器） 名 称 

主要機器の設置場所 
浸水 

有無 

適合性 
波及影響有無 

備考 
設置エリア＊1 

設置標高 

（T.M.S.L.）＊2 

機能維持の 

方針 

適合の 

根拠＊3 有無 根拠＊4 

MS3 

通信連絡設備 

衛星電話設備，無線連絡

設備，携帯型音声呼出電

話設備 

コントロール建屋 

5号機原子炉建屋 
― 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

上記以外のもの 

各主要建屋 

荒浜側敷地 

大湊側敷地 

― 有 
代替手段の 

確保 
C 無 b 1～7号機共用 

放射能監視設

備 

固定モニタリング設備 浸水を防止する敷地 ＋12m以上 無 浸水を防止 A 無 a 1～7号機共用 

気象観測設備 荒浜側敷地周辺 ＋10m以上 無 浸水を防止 A 無 a 

1～7号機共用 

津波の最大遡上高さ
T.M.S.L.＋8.3mに対して，
T.M.S.L.＋10.3mの位置に設

置。機能喪失した場合でも可
搬型気象観測装置が利用可能 

焼却炉建屋排気筒モニタ 

焼却炉建屋放射線モニタ 

焼却炉建屋（荒浜側） 

焼却炉建屋（大湊側） 
＋5m 有 

津波時に機能

要求無し 
C 無 b 1～7号機共用 

上記以外の設備 

原子炉建屋 
タービン建屋 
廃棄物処理建屋 

コントロール建屋 
排気筒 

― 無 浸水を防止 A 無 a 
事故時のプラント操作のため

の情報の把握機能を含む 

事故時監視計器の一部 
原子炉建屋 

コントロール建屋 
― 無 浸水を防止 A 無 a  

津波監視カメラ 原子炉建屋 ＋76m 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

消火系(水消火設備，泡消火設備，二酸化炭

素消火設備，等) 

原子炉建屋 

タービン建屋 

コントロール建屋 

廃棄物処理建屋 

サービス建屋 

大湊側敷地 

大湊側 DDポンプ建屋 

― 無 浸水を防止 A 無 a  
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表 2.1－3 クラス 3設備の設置場所及び基準適合性一覧 

分類 機 能（機 器） 名 称 

主要機器の設置場所 
浸水 

有無 

適合性 
波及影響有無 

備考 
設置エリア＊1 

設置標高 

（T.M.S.L.）＊2 

機能維持の 

方針 

適合の 

根拠＊3 有無 根拠＊4 

MS3 

直接関連系 

(消火系) 

圧力調整用消火ポンプ，

電動駆動消火ポンプ，デ

ィーゼル駆動消火ポン

プ 

給水建屋 

大湊側 DD ポンプ建屋 
＋12.3m 無 浸水を防止 A 無 a 5～7号機共用 

ろ過水タンク 浸水を防止する敷地 ＋12m 無 浸水を防止 A 無 a 1～7号機共用 

火災検出装置（受信機含

む） 

原子炉建屋 

タービン建屋 

コントロール建屋 

廃棄物処理建屋 

サービス建屋 

大湊側敷地 

― 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

防火扉，防火ダンパ，耐

火壁，隔壁（消火設備の

機能を維持担保するた

めに必要なもの） 

原子炉建屋 

タービン建屋 

コントロール建屋 

廃棄物処理建屋 

サービス建屋 

― 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

安全避難通路 各主要建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

直接関連系 

（安全避難通

路） 

安全避難用扉 各主要建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 

非常用照明 各主要建屋 ― 無 浸水を防止 A 無 a 6,7号機共用 
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注記＊：特徴的な設備名称や建屋名称を例として記載した。 

図 2.1－4 設計基準対象施設の津波防護対象設備の配置 
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  (2) 重大事故等対処施設 

   a. 概要 

「設置許可基準規則第四十条（津波による損傷の防止）」においては，「重大事故等対処

施設は，基準津波に対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれが

ないものでなければならない」ことを要求している。また，同解釈では，同条の解釈に当

たり「別記 3に準ずる」ことが求められている。 

このため，津波から防護する設備は重大事故等対処設備とする。 

 

   b. 津波防護対象範囲 

基準津波に対して機能を維持すべき設備は重大事故等対処設備とし，重大事故等対処設

備は，基準津波から防護する設計とする。なお，可搬型重大事故等対処設備に関しては設

置許可基準規則第四十三条において運搬等のための通路が確保できることが求められてお

り，これを満足するように適切な措置を講じる方針とする。 

重大事故等対処施設の津波防護対象設備を内包する建屋および区画は，図 2.1－5 に示

すように，設計基準対象施設の津波防護対象設備が内包される建屋および区画に加え，5号

機原子炉建屋内緊急時対策所を内包する 5号機原子炉建屋，格納容器圧力逃がし装置及び

常設代替交流電源設備を敷設する区画，5号機東側保管場所，5号機東側第二保管場所，大

湊側高台保管場所及び荒浜側高台保管場所に設定する。 
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表 2.1－4 重大事故等対処施設の津波防護対象設備を内包する建屋及び区画 

分類 該当する建屋・区画 

Ⅰ 

大湊側の敷地 

（T.M.S.L.＋12m）に設

置される建屋・区画 

A：設計基準対象施設の

津波防護対象設備の浸

水防護重点化範囲内 

1) 原子炉建屋 

2) タービン建屋 

3) コントロール建屋 

4) 廃棄物処理建屋 

5) 燃料設備の一部（軽油タンク，燃料移

送ポンプ）を敷設する区画 

B：設計基準対象施設の

津波防護対象設備の浸

水防護重点化範囲外

（T.M.S.L.＋12m の敷

地面上の区画） 

1) 格納容器圧力逃がし装置を敷設する

区画 

2) 常設代替交流電源設備を敷設する 

区画 

3) 5号機原子炉建屋（緊急時対策所を 

設定する区画：T.M.S.L.＋27.8m） 

4) 5号機東側保管場所 

5) 5号機東側第二保管場所 

Ⅱ 大湊側の敷地よりも高所に設置される建屋・区画 

1) 大湊側高台保管場所 

（T.M.S.L.＋35m） 

2) 荒浜側高台保管場所 

（T.M.S.L.＋37m） 
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図 2.1－5 重大事故等対処施設の津波防護対象設備を設置する範囲 
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表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

ホイールローダ 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

ATWS緩和設備（代替制御棒挿入機能） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

制御棒 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

制御棒駆動機構（水圧駆動） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

制御棒駆動系水圧制御ユニット 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

制御棒駆動系配管［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ATWS緩和設備(代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能) 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ほう酸水注入系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ほう酸水注入系貯蔵タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ほう酸水注入系配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧炉心注水系配管・弁・スパージャ ［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧代替注水系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧代替注水系（蒸気系）配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

主蒸気系配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉隔離時冷却系（蒸気系）配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧代替注水系(注水系)配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給系配管［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧炉心注水系配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

給水系配管・弁・スパージャ［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉隔離時冷却系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉隔離時冷却系（注水系）配管・弁・ストレ

ーナ［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系配管［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧炉心注水系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧炉心注水系配管・弁・ストレーナ・スパージャ

［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

逃がし安全弁［操作対象弁］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

逃がし弁機能用アキュムレータ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

自動減圧機能用アキュムレータ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

主蒸気系配管・クエンチャ［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

代替自動減圧ロジック（代替自動減圧機能） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

自動減圧系の起動阻止スイッチ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM用切替装置（SRV） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 
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表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧窒素ガスボンベ 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧窒素ガス供給系配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

自動減圧機能用アキュムレータ［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

逃がし弁機能用アキュムレータ［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧炉心注水系注入隔離弁 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉建屋ブローアウトパネル 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水移送ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系配管・弁・スパージャ［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

可搬型代替注水ポンプ（A-2級） 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

可搬型代替注水ポンプ（A-2級） 可搬 ⅠB5) 第二保管場所 

ホース・接続口［流路］ 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

ホース・接続口［流路］ 可搬 ⅠB5) 第二保管場所 

残留熱除去系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ・スパージャ

［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系熱交換器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

熱交換器ユニット 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

大容量送水車（熱交換器ユニット用） 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

代替原子炉補機冷却海水ストレーナ 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

原子炉補機冷却系配管・弁・サージタンク［流

路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系熱交換器［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ホース［流路］ 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

遠隔手動弁操作設備 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

不活性ガス系配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

耐圧強化ベント系（W/W）配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

耐圧強化ベント系（D/W）配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

遠隔空気駆動弁操作設備配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用ガス処理系配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

主排気筒（内筒）［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 
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表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

原子炉補機冷却水ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却海水ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却水系熱交換器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系配管・弁・海水ストレーナ［流

路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却系サージタンク［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器スプレイ・ヘッダ［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ホース・接続口 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

ホース・接続口 可搬 ⅠB5) 第二保管場所 

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置 常設 ⅠB1) FCVS敷設区画 

よう素フィルタ 常設 ⅠB1) FCVS敷設区画 

ラプチャーディスク 常設 ⅠB1) FCVS敷設区画 

ラプチャーディスク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ドレン移送ポンプ 常設 ⅠB1) FCVS敷設区画 

ドレンタンク 常設 ⅠB1) FCVS敷設区画 

スクラバ水 pH制御設備 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

フィルタベント遮蔽壁 常設 ⅠB1) FCVS敷設区画 

配管遮蔽 常設 ⅠB1) FCVS敷設区画 

耐圧強化ベント系配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器圧力逃がし装置配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器圧力逃がし装置配管・弁［流路］ 常設 ⅠB1) FCVS敷設区画 

残留熱除去系配管・弁・ストレーナ・ポンプ［流

路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

コリウムシールド 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

不活性ガス系 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

可搬型窒素供給装置 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

サプレッションチェンバ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器内水素濃度（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器内水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器内酸素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

静的触媒式水素再結合器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

静的触媒式水素再結合器動作監視装置 常設 ⅠA 原子炉建屋等 
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表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

原子炉建屋水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

可搬型代替注水ポンプ（A-1級） 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

常設スプレイヘッダ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ホース・接続口 [流路] 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料プール代替注水系配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

可搬型スプレイヘッダ 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール水位（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール水位（SA広域） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール温度（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール温度（SA広域） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール放射線モニタ（高レンジ・

低レンジ） 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料貯蔵プール監視カメラ（使用済燃料貯

蔵プール監視カメラ用空冷装置を含む） 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料プール冷却浄化系ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料プール冷却浄化系熱交換器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料プール冷却浄化系配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料プール冷却浄化系スキマサージタンク［流

路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料プール冷却浄化系ディフューザ［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

大容量送水車（原子炉建屋放水設備用） 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

放水砲 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

放射性物質吸着材 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

汚濁防止膜 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

小型船舶（汚濁防止膜設置用） 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

泡原液搬送車 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

泡原液混合装置 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

復水貯蔵槽 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

防火水槽 常設 ― 大湊側敷地 

淡水貯水池 常設 ― 高台 

CSP外部補給配管・弁［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

大容量送水車（海水取水用） 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

第一ガスタービン発電機 常設 ⅠB2) 第一 GTG設置区画 
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表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

軽油タンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

タンクローリ（16kL） 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

第一ガスタービン発電機用燃料タンク 常設 ⅠB2) 第一 GTG設置区画 

第一ガスタービン発電機用燃料移送ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

軽油タンク出口ノズル・弁［燃料流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ホース［燃料流路］ 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

第一ガスタービン発電機用燃料移送系配管・弁

［燃料流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

第一ガスタービン発電機用燃料移送系配管・弁

［燃料流路］ 
常設 ⅠB2) 第一 GTG設置区画 

第一ガスタービン発電機～非常用高圧母線 C系及

び D系電路［電路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

第一ガスタービン発電機～非常用高圧母線 C系及

び D系電路［電路］ 
常設 ⅠB2) 第一 GTG設置区画 

第一ガスタービン発電機～AM用 MCC電路［電路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

第一ガスタービン発電機～AM用 MCC電路［電路］ 常設 ⅠB2) 第一 GTG設置区画 

電源車 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

タンクローリ（4kL） 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

タンクローリ（4kL） 可搬 ⅠB5) 第二保管場所 

電源車～緊急用電源切替箱接続装置電路［電路］ 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

緊急用電源切替箱接続装置～非常用高圧母線 C系

及び D系電路［電路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

電源車～動力変圧器 C系電路［電路］ 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

動力変圧器 C系～非常用高圧母線 C系及び D系電

路［電路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

緊急用電源切替箱接続装置～AM用 MCC電路［電

路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

電源車～AM用動力変圧器電路［電路］ 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

AM用動力変圧器～AM用 MCC電路［電路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

電源車～代替原子炉補機冷却系電路［電路］ 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

号機間電力融通ケーブル（常設） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

号機間電力融通ケーブル（可搬型） 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

号機間電力融通ケーブル（可搬型） 可搬 Ⅱ 高台保管場所 
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表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

号機間電力融通ケーブル（常設）～非常用高圧母

線 C系及び D系電路［電路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

号機間電力融通ケーブル（可搬型）～緊急用電源

切替箱接続装置電路［電路］ 
可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

号機間電力融通ケーブル（可搬型）～緊急用電源

切替箱接続装置電路［電路］ 
可搬 Ⅱ 高台保管場所 

直流 125V蓄電池 A 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V蓄電池 A-2 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM用直流 125V蓄電池 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V充電器 A 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V充電器 A-2 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM用直流 125V充電器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V蓄電池及び充電器 A～直流母線電路［電

路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V蓄電池及び充電器 A-2～直流母線電路

［電路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM用直流 125V蓄電池及び充電器～直流母線電路

［電路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ホース［燃料流路］ 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

電源車～緊急用電源切替箱接続装置電路［電路］ 可搬 ⅠB5) 第二保管場所 

緊急用電源切替箱接続装置～直流母線電路［電

路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM用動力変圧器～直流母線電路［電路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

緊急用断路器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

緊急用電源切替箱断路器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

緊急用電源切替箱接続装置 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM用動力変圧器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM用 MCC 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM用操作盤 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM用切替盤 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用高圧母線 C 系 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用高圧母線 D 系 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用ディーゼル発電機 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

燃料移送ポンプ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 
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表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

燃料ディタンク 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用ディーゼル発電機燃料移送系配管・弁［燃

料流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用ディーゼル発電機～非常用高圧母線電路

［電路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V蓄電池 B 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V蓄電池 C 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V蓄電池 D 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V充電器 B 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V充電器 C 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V充電器 D 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V蓄電池及び充電器 B～直流母線電路［電

路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V蓄電池及び充電器 C～直流母線電路［電

路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V蓄電池及び充電器 D～直流母線電路［電

路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力容器温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉圧力（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉水位（広帯域） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉水位（燃料域） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉水位（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧代替注水系系統流量 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系流量（RHR A系代替注水流量） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系流量（RHR B系代替注水流量） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉隔離時冷却系系統流量 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧炉心注水系系統流量 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系系統流量 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系流量（格納容器下部注水流量） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ドライウェル雰囲気温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ気体温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ・プール水温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器内圧力（D/W） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 
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表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

格納容器内圧力（S/C） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

サプレッション・チェンバ・プール水位 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器下部水位 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器内雰囲気放射線レベル(D/W) 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

格納容器内雰囲気放射線レベル(S/C) 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

起動領域モニタ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

平均出力領域モニタ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水補給水系温度（代替循環冷却） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置水位 常設 ⅠB5) FCVS敷設区画 

フィルタ装置入口圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置出口放射線モニタ 常設 ⅠB5) FCVS敷設区画 

フィルタ装置水素濃度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

フィルタ装置金属フィルタ差圧 常設 ⅠB5) FCVS敷設区画 

フィルタ装置スクラバ水 pH 常設 ⅠB5) FCVS敷設区画 

耐圧強化ベント系放射線モニタ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系熱交換器入口温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系熱交換器出口温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧炉心注水系ポンプ吐出圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

残留熱除去系ポンプ吐出圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

復水貯蔵槽水位（SA） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧窒素ガス供給系 ADS入口圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

高圧窒素ガス供給系窒素ガスボンベ出口圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

RCWサージタンク水位 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉補機冷却水系熱交換器出口冷却水温度 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

ドレンタンク水位 常設 ⅠB1) FCVS敷設区画 

遠隔空気駆動弁操作用ボンベ出口圧力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

M/C C電圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

M/C D電圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

第一 GTG発電機電圧 常設 ⅠB2) 第一 GTG設置区画 

非常用 D/G発電機電圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用 D/G発電機電力 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用 D/G発電機周波数 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用 D/G発電機電圧（他号機） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

151



 

 
 

資料 2－2.1－39 

表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

非常用 D/G発電機電力（他号機） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用 D/G発電機周波数（他号機） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

P/C C-1電圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

P/C D-1電圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

P/C C-1電圧（他号機） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

P/C D-1電圧（他号機） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V 主母線盤 A電圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V 主母線盤 B電圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V 充電器盤 A-2蓄電池電圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

AM用直流 125V 充電器盤蓄電池電圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

第一 GTG発電機周波数 常設 ⅠB2) 第一 GTG設置区画 

電源車電圧 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

電源車周波数 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

M/C E電圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

P/C E-1電圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

直流 125V 主母線盤 C電圧 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

安全パラメータ表示システム（SPDS） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

可搬型計測器 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室待避室 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室遮蔽 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室待避室遮蔽（常設） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室待避室遮蔽（可搬型） 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室可搬型陽圧化空調機 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ） 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

データ表示装置（待避室） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

差圧計 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

酸素濃度・二酸化炭素濃度計 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室可搬型陽圧化空調機用仮設ダクト［流

路］ 
可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室待避室陽圧化装置（配管・弁）［流

路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 
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表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

中央制御室換気空調系給排気隔離弁（MCR外気取入

ダンパ，MCR非常用外気取入ダンパ，MCR排気ダン

パ）［流路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

中央制御室換気空調系ダクト（MCR外気取入ダク

ト，MCR排気ダクト）［流路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

可搬型蓄電池内蔵型照明 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用ガス処理系排風機 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用ガス処理系フィルタ装置［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

非常用ガス処理系乾燥装置［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

主排気筒（内筒）［流路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

可搬型モニタリングポスト 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

可搬型モニタリングポスト 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

データ処理装置［伝送路］ 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

可搬型ダスト・よう素サンプラ 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

GM汚染サーベイメータ 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

NaIシンチレーションサーベイメータ 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

可搬型気象観測装置 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

電離箱サーベイメータ 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

小型船舶(海上モニタリング用) 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

ZnSシンチレーションサーベイメータ 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

モニタリング・ポスト用発電機 常設 － 

モニタリングポスト

No.2,5,8エリア付

近(T.M.S.L.＋12m

以上) 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部） 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）高気

密室 
常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）遮蔽 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬

型陽圧化空調機 
可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬

型外気取入送風機 
可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧

化装置（空気ボンベ） 
可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 
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表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）二酸

化炭素吸収装置 
常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

酸素濃度計（対策本部） 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

二酸化炭素濃度計（対策本部） 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

差圧計（対策本部） 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

可搬型エリアモニタ（対策本部） 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）可搬

型陽圧化空調機用仮設ダクト［流路］ 
可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部）陽圧

化装置（配管・弁）［流路］ 
常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所） 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）遮蔽 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）室内

遮蔽 
常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬

型陽圧化空調機 
可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧

化装置（空気ボンベ） 
可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

酸素濃度計（待機場所） 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

二酸化炭素濃度計（待機場所） 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

差圧計（待機場所） 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

可搬型エリアモニタ（待機場所） 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）可搬

型陽圧化空調機用仮設ダクト［流路］ 
可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所（待機場所）陽圧

化装置（配管・弁）［流路］ 
常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備 可搬 ⅠB4) 5号機東側保管場所  

5号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備 可搬 Ⅱ 高台保管場所 

可搬ケーブル 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

負荷変圧器 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

交流分電盤 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

携帯型音声呼出電話設備 可搬 ⅠA 原子炉建屋等 

携帯型音声呼出電話設備 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

無線連絡設備（常設） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 
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表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

無線連絡設備（常設） 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

無線連絡設備（可搬型） 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

衛星電話設備（常設） 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

衛星電話設備（常設） 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

衛星電話設備（可搬型） 可搬 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

5号機屋外緊急連絡用インターフォン 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

安全パラメータ表示システム（SPDS） 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

無線連絡設備（屋外アンテナ）［伝送路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

無線連絡設備（屋外アンテナ）［伝送路］ 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

衛星電話設備（屋外アンテナ）［伝送路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

衛星電話設備（屋外アンテナ）［伝送路］ 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

無線通信装置［伝送路］ 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

無線通信装置［伝送路］ 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

有線（建屋内）（携帯型音声呼出電話設備，無線

連絡設備（常設），衛星電話設備（常設），5号機

屋外緊急連絡用インターフォンに係るもの）［伝

送路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

有線（建屋内）（携帯型音声呼出電話設備，無線

連絡設備（常設），衛星電話設備（常設），5号機

屋外緊急連絡用インターフォンに係るもの）［伝

送路］ 

常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

有線（建屋内）（安全パラメータ表示システム

（SPDS）に係るもの）［伝送路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

有線（建屋内）（安全パラメータ表示システム

（SPDS）に係るもの）［伝送路］ 
常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設

備 
常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

データ伝送設備 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

データ伝送設備 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

衛星無線通信装置［伝送路］ 常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

有線（建屋内）（衛星電話設備（常設）に係るも

の）［伝送路］ 
常設 ⅠA 原子炉建屋等 

有線（建屋内）（衛星電話設備（常設）に係るも

の）［伝送路］ 
常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 
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表 2.1－5 重大事故等対処施設一覧及び配置 

主要設備 設備分類 
設置箇所 

整理番号 箇所名称 

有線（建屋内）（統合原子力防災ネットワークを

用いた通信連絡設備，データ伝送設備に係るも

の）［伝送路］ 

常設 ⅠA 原子炉建屋等 

有線（建屋内）（統合原子力防災ネットワークを

用いた通信連絡設備，データ伝送設備に係るも

の）［伝送路］ 

常設 ⅠB3) 5号機原子炉建屋 

原子炉圧力容器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉格納容器 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

使用済燃料プール 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

原子炉建屋原子炉区域 常設 ⅠA 原子炉建屋等 

海水貯留堰 常設 ― 取水路付近 

スクリーン室 常設 ― 取水路付近 

取水路 常設 ― 取水路付近 

補機冷却用海水取水路 常設 ― 取水路付近 

補機冷却用海水取水槽 常設 ― 取水路付近 

注：ハッチングは設計基準対象施設の津波防護対象設備の浸水防護重点化範囲内に設置される設備を表す。 
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 2.2 タービン建屋における耐震 Sクラス設備の浸水影響について 

6 号機のタービン建屋内には浸水するエリアに静的な耐震Ｓクラス設備（配管及び電路）が

存在する。そのため，それらの存在するエリアを浸水防護重点化範囲として設定し，以下方針

に従い影響評価を行った。 

  (1) 静的な耐震Ｓクラス設備（配管及び電路）の浸水防護重点化範囲の設定について 

以下「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」にある記載を踏まえ，静的な耐震

Sクラスの設備についても浸水防護重点化範囲を設定することとする。 

 

「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド（抜粋）」 

 

図 2.2－1 に静的な耐震 S クラスの設備の浸水防護重点化範囲を追加した 6 号機の浸水防

護重点化範囲を示す。 

  

4.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

4.4.1 浸水防護重点化範囲の設定 

【確認内容】 

(1)重要な安全機能を有する設備等（耐震 Sクラスの機器・配管系）のうち、基本設

計段階において位置が明示されているものについては、それらの設備等を内包する

建屋、区画が津波防護重点範囲として設定されていることを確認する。 
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図 2.2－1 浸水防護重点化範囲 

地下3階（タービン建屋地下2階）
＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.-5.1m

地下2階（タービン建屋地下中間2階）
＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.-1.1m

原子炉建屋

タービン建屋

原子炉建屋

コントロール
建屋

コントロール
建屋

原子炉建屋

原子炉建屋
コントロール

建屋

取水槽及び補機取水槽

凡例
　 タービン建屋内の主要なエリア
   ・CWP/A ：循環水ポンプを設置するエリア　
   ・RSW/A ：非常用海水冷却系を設置するエリア
   ・C/A   ：復水器を設置するエリア
   ・Hx/A   ：タービン補機冷却水系熱交換器を設置するエリア

 ＊地上1階以上については、保守的に浸水防護重点化範囲と設定

廃棄物処理
建屋

廃棄物処理
建屋

タービン建屋

廃棄物処理
建屋

タービン建屋

タービン建屋廃棄物処理
建屋

C/A

RSW/ACWP/AHx/A RSW/ARSW/A CWP/A

C/A

RSW/AHx/A CWP/A

コントロール
建屋

6号機7号機

6号機7号機

地下1階（タービン建屋地下1階）
＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.+4.9m

地上1階（タービン建屋地上1階）
＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.+12.3m

設計基準対象施設・重大事故等対処施設の
津波防護対象設備を内包する建屋及び区画

6号機7号機

6号機7号機
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  (2) 浸水防護重点化範囲の評価方針について 

静的な耐震 Sクラスの設備が設置されている浸水防護重点化範囲の一部については，地震

に起因する溢水により浸水する。そのため，「耐津波設計方針に係る工認審査ガイド」に基

づき範囲内への浸水が重要な安全機能を有する設備等の機能に影響を及ぼさないことを確認

する。静的な耐震 Sクラスの設備が設置され浸水を想定するエリアを図 2.2－2及び図 2.2－

3に示す。 

 

「耐津波設計方針に係る工認審査ガイド（抜粋）」 

3.5 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

3.5.2 浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策 

【規制基準における要求事項等】 

津波による溢水を考慮した浸水範囲、浸水量を安全側に想定すること。浸水範囲、浸

水量の安全側の想定に基づき、浸水防護重点化範囲への浸水の可能性のある経路、浸

水口（扉、開口部、貫通口等）を特定し、それらに対して浸水対策を施すこと。 

【確認内容】 

（中略） 

(4) 浸水範囲への浸水が安全機能への影響がないことを確認するため、浸水防護重

点化範囲への浸水量（漏水量）を確認するとともに、範囲内への浸水が重要な安全機

能を有する設備等の機能に影響を及ぼさないことを確認する。浸水量評価及び安全

評価の確認の詳細を「7.浸水量評価に基づく安全性評価」に示す。 
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設計基準対象施設・重大事故等対処施設の
津波防護対象設備を内包する建屋及び区画

取水槽及び補機取水槽
浸水防護重点化範囲
（浸水を想定するエリア）

配管（Sクラス）
原子炉補機冷却水系 地下3階（タービン建屋地下2階）

＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.-5.1m電路（Sクラス）
原子炉補機冷却水系

U 上階へ

U

U

U
U

図 2.2－2 浸水防護重点化範囲詳細図（タービン建屋地下 2階） 

 

 

 

 

161



 

資料 2－2.2－5 

地下2階（タービン建屋地下中間2階）
＊タービン建屋床面高さT.M.S.L.-1.1m

設計基準対象施設・重大事故等対処施設の

津波防護対象設備を内包する建屋及び区画
取水槽及び補機取水槽

浸水防護重点化範囲

（浸水を想定するエリア）

配管（Sクラス）

原子炉補機冷却水系

電路（Sクラス）

原子炉補機冷却水系

U 上階へ

U

図 2.2－2 浸水防護重点化範囲詳細図（タービン建屋地下中 2階） 
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  (3) 評価方法 

タービン建屋内の復水器を設置するエリア（以下「復水器エリア」という。）及びタービ

ン補機冷却水系熱交換器を設置するエリア（以下「タービン補機熱交換器エリア」という。）

では，地震に起因する溢水（津波来襲前の隔離システムでの弁閉止までの伸縮継手部の破損

箇所からの海水溢水及び低耐震クラス機器の破損による溢水）が発生するため，（2）で示し

た方針に基づき，Sクラス配管，電路（ケーブル）等への影響の有無を確認する。 

影響評価は，下記表 2.2－1に示すように，「① 水圧による損傷」及び「② 電気接続部

の没水」の観点について配管及び電路（ケーブル）等に対して行う。 

水圧の評価で使う溢水水位については，復水器エリアの溢水水位 T.M.S.L.約＋0.19m及び

タービン補機熱交換器エリアの溢水水位 T.M.S.L.約－0.38mのうち保守的な評価となる復水

器エリアの溢水水位 T.M.S.L.約＋0.19mを用いて評価を行う。 

表 2.2－1 配管及び電路（ケーブル）等の影響評価方法 

設備 系統 
影響評価内容 

① 水圧による損傷 ② 電気接続部の没水 

配管 原子炉補機

冷却水系 

・浸水による水頭圧（外圧）による

配管の構造的損傷の可能性 － 

電路 

（ケー

ブル）

等 

原子炉補機

冷却水系 

・浸水による水頭圧（外圧）による

電路（ケーブル）の構造的損傷の

可能性 

・浸水する電路（ケーブル）の電気

接続部の有無確認 

・電気接続部があれば，その没水

による影響評価 

 

  (4) 評価結果 

   a. 配管 

① 水圧による損傷評価（配管） 

配管の外圧による許容圧力は「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 

年追補含む）） ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005／2007（（社）日本機械学会）」に基づき，

下記式を用いて算出を行った。表 2.2－2に示す結果より，配管の許容圧力が復水器エリ

アにおける溢水水位 T.M.S.L.約＋0.19mを上回ることを確認した。 

配管については，保守的に外形(Do)／板厚(t)が最大となる配管を代表として選定し

た。なお，評価では内圧は大気圧とした。 

𝑡𝑠 =
3𝑃𝑒𝐷𝑜

4𝐵
  

𝑃𝑒 =
4𝐵𝑡𝑠

3𝐷𝑜
 （上記式を変形） 
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表 2.2－2 ① 水圧による損傷評価（配管） 

 原子炉補機冷却水系配管 

外径 Do[mm] 609.6 

板厚 t[mm] 9.5 

製造上最小厚さ ts[mm]  

付録材料図 表 Part7に 

より定まる値 B 
21.9 

材質 SM400C 

許容圧力 Pe[MPa] 0.40 

水頭圧[MPa] 0.08 *1 

許容圧力＞水頭圧 判定 ○ 

注記＊1：タービン建屋最地下階床面（T.M.S.L.－5.1m）からタービン建屋溢水水位

（T.M.S.L.約＋0.19m）までの水位の高さ（6.0m）の水頭圧を切り上げた値 

 

   b. 電路（ケーブル）等 

① 水圧による損傷評価（電路（ケーブル）） 

電路（ケーブル）はシース（材料：難燃性特殊耐熱ビニル）で覆った構造であり，浸

水時の水圧条件（静水圧換算：6.0m以上）を考慮した設計であるため，没水時の外圧

により機能喪失しない。また，海水に対する影響については，海水による浸水試験（試

験時間：200時間）を実施し，外観及び絶縁抵抗に影響がないことを確認している。 

 

② 電気接続部の没水（電路（ケーブル）等） 

没水する電路（ケーブル）等については溢水により機能を喪失する接続部（端子部）

がないことを設備図書を用いて机上調査にて確認した。 
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(参考資料 1) 

タービン建屋内のケーブルの海水による浸水影響について 

 

  (1) ケーブルの浸水影響評価 

タービン建屋内に設置している原子炉補機冷却水系等のケーブルは，原子炉建屋（格納容

器外）に使用するケーブルを使用している。ケーブル仕様を表 2.3－参 1－1に示す。これら

のケーブルは，溢水により海水に没水する可能性があることからその健全性を確認する。 

 

表 2.3－参 1－1 タービン建屋内に設置している原子炉補機冷却水系等のケーブル 

名称 シース 絶縁体 系統 

6600Ｖ電力用架橋ポリエチレン絶縁 

ノンコローシブビニルシースケーブル 
難燃性ノン

コローシブ

ビニル 

架橋 

ポリエチレン 原子炉補機冷却水系 

原子炉補機冷却海水系 600Ｖ制御用難燃性架橋ポリエチレン絶縁 

難燃性ノンコローシブビニルシースケーブル 

難燃性架橋 

ポリエチレン 

 

  (2) ケーブルの耐環境試験 

タービン建屋内に設置している原子炉補機冷却水系等のケーブルに対し，設置区画の環境

条件における 40年間の運転期間を包絡する環境，さらに原子炉建屋（格納容器外）の事故時

環境を模擬した劣化条件による耐環境試験を実施し，劣化による影響を確認する。 

 

   a. 試験条件 

表 2.3－参 1－2 に示す劣化条件により，劣化を模擬したケーブルに対して，以下の試

験条件でマンドレル耐電圧試験を行う。 

 

試験条件：ケーブル外径の約 40倍の直径を持つ金属円筒の周囲にケーブルを巻き付け，真水

中に浸漬させた状態で絶縁体厚さに対し，50（Hz）または 60（Hz）の交流電圧を

印加。 
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表 2.3－参 1－2 建屋内環境条件及び試験時の劣化条件 

対象ケーブル設置区画 

環境条件 
試験時の劣化条件 

周囲温度 

（℃） 

放射線量 

（Gy / 40年） 

加速熱劣化 

 

放射線照射線量

（Gy） 

事故時雰囲気曝

露 

40 7.0×104 
121℃ 

168時間 
5.0×105 

最高 171℃ 

0.0017MPa以上 

約 25時間 

 

   b. 試験結果 

タービン建屋内に設置している原子炉補機冷却水系等のケーブルに対し，設置区画の

環境条件における 40年間の運転期間を包絡する環境，さらに原子炉建屋（格納容器外）

の事故時環境を模擬した劣化条件による耐環境試験を実施し，機械的・電気的な健全性を

確認した。 

 

 

  (3) まとめ 

タービン建屋内に設置している原子炉補機冷却水系等のケーブルに対し，設置区画の環境

条件における 40年間の運転時間を包絡する環境，さらに原子炉建屋（格納容器外）の事故時

環境を模擬した劣化条件による耐環境試験を実施し，健全性を確認した。 

耐環境試験におけるマンドレル耐電圧試験は，海水中ではなく真水中で行われているが，

いずれも導電性を有する水中であり，浸水課電試験の絶縁抵抗測定結果に，水溶液による有

意な違いがないことから，試験する水溶液によるマンドレル耐電圧試験結果への影響は十分

小さい。 

また，表 2.3－参 1－1と同材料のケーブルにて、海水等による浸水過電試験を実施され影

響は十分小さいことが確認されている。 

したがって，タービン建屋内に設置している原子炉補機冷却水系等のケーブルは海水に没

水しても健全性は維持される。 
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 2.3 耐津波設計における浸水防護重点化範囲との境界について 

  (1) 概要 

本補足説明資料は，柏崎刈羽 6号において設定を行ったタービン建屋内の浸水防護重点化

範囲について，タービン建屋内で発生する内郭防護に関する溢水事象を考慮した上での，そ

れぞれの浸水対策の位置付け及びその基準適合性の説明を行う。また，上記溢水事象におい

て期待する溢水量低減のための内部溢水対策設備（「復水器水室出入口弁」及び「タービン補

機冷却海水ポンプ吐出弁」：図 2.3－1）についても，耐津波設計における位置付けの整理を

行う。 

なお，地震を伴わない津波単独の襲来事象に対しては，タービン建屋内において津波浸水

は発生しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3－1 「復水器水室出入口弁」及び「タービン補機冷却海水ポンプ吐出弁」 

設置概要図 

  

復水器水室出入口弁 
タービン補機冷却 

海水ポンプ吐出弁 
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  (2) 浸水防護重点化範囲の設定について 

防護対象となる重要な安全機能を有する設備等を区画単位にグルーピングした上で，当該

単位を浸水防護重点化範囲として設定する。設定においては，静的な Sクラス機器(配管，

電路等)のみが存在するエリアについても浸水防護重点化範囲として設定する。 

図 2.3－2（1）に設置許可時と工事認可申請における浸水防護重点化範囲の変更点の図を

示すとともに，図 2.3－2（2）に工事認可申請における「浸水防護重点化範囲」を示す。 
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